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「世界一の感動創造企業」へ。 
2000年4月より取り組んできた「3ヵ年中期経営計画」の成果と課題をご報告するとともに、 

ますます加速する時代の変化を追い風に、 

バンダイの「キャラクターマーチャンダイジング」ビジネスをさらに前進させていく新たな指針―― 

「新・中期経営計画」などについてご報告します。 
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当アニュアルレポートの記載内容のうち、歴史的事実でないものは将来に関する見通し及び計画に基づいた将来予測です。 

これらの将来予測には、リスクや不確定な要素などの要因が含まれており、実際の成果や業績などは記載の見通しとは異なる可能性があります。 

なお、当和文アニュアルレポートは英文アニュアルレポートの翻訳がベースとなっております。 

株式会社バンダイ及び連結子会社 
2003年及び2002年の3月31日に終了した事業年度 

連結財務ハイライト 

※ 米ドル表示は便宜上のものであり、2003年3月31日時点の概算為替レートである1米ドル=120.20円で計算しております。 
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「キャラクターマーチャンダイジング」を推進力に、 
世代を超え、国境を越えて、多くの人々に愛され続けるキャラクター。 

 そんなキャラクターの“世界観”や“魅力”を最大限に引き出し、 

人々に「夢」と「感動」を提供するさまざまな商品・サービスを創造していく―――― 

それがバンダイグループ最大の強み「キャラクターマーチャンダイジング」であり、 

安定的かつ成長余力の高いビジネスモデルです。 

ネットワーク事業 

ゲームソフト事業 

トイホビー事業 

ライフスタイル事業 

ビジュアル事業 

アミューズメント 
事業 

家庭用TVゲーム機向けのゲームソフト、携
帯ゲーム機向けのゲームソフトを企画・開発・
販売しています。2003年をビデオゲームソフ
トの「グローバル展開元年」と位置づけ、キャ
ラクターゲームソフトの一層のマルチプラット
フォーム化、グローバル化をめざします。 

携帯電話機向けのコンテンツ配信サービス
を中心に、インターネットや携帯電話を利用し
たネット通販、オンラインゲームなどを展開し
ています。さらに、2002年からはブロードバン
ド向けの有料アニメーション配信をスタートす
るなど、時代に先駆けたビジネスモデルの確
立に取り組んでいます。 

生活を楽しく演出するアパレル、生活用品、
文具などを企画・開発・販売する事業です。
生活実用具においてバンダイらしさを活かせ
る領域はまだまだ多く、アライアンスなどによ
る新たな事業の創出によって拡大が最も期
待できる領域です。 

各種業務用ゲーム機器の販売及びアミュー
ズメント施設の運営、ぬいぐるみをはじめとす
る業務用機器向けの景品販売などを行って
います。キャラクターの特性を活かしたさまざ
まなエンターテイメントの提案を行っています。 

玩具、玩具菓子、自動販売機用商品、模型
などを企画・開発・販売するバンダイグループ
の中核事業です。今後、日本国内の少子化
の進展などにより厳しい事業環境が続くと予
想されるなか、一層のシェアアップと海外展
開に加え、効率化を追求し、収益性の強化
に努めています。 

アニメーションをはじめとする映像の企画・制
作や、ビデオ・DVDなどの映像ソフト販売を行っ
ています。海外へのコンテンツ提供、DVDソ
フトの販売拡大など、今後一層の発展が期
待される事業であり、世界的にも評価の高
いアニメーション制作などのコンテンツ開発
力は、オリジナルキャラクター創出に力を注ぐ
バンダイグループの原動力となっています。 

境を越えて広がるエンターテイメントの魅力 国 

富な実績による権利保有者との信頼関係をベースに 豊 

定収益をもたらす世代を超えたロングヒットキャラクター 安 

バンダイグループでは、30年以上前からキャラクタービジネスの可能性に着目し、有望なキャラ

クターの発掘・育成に力を注ぎ、大きな実績を積み上げてきました。こうした実績とノウハウは、

権利保有者などパートナー企業との信頼関係の大き

な源泉となっているほか、パートナー関係の継続やコ

ラボレーションによる新規キャラクターの創出、事業

の補完・拡張をめざした内外の有力企業とのアライ

アンスなどに結実しています。 

「ガンダム」、「戦隊シリーズ」、「仮面ライダー」、「ウルトラマン」……世代を超えて多くの人々

に愛され続けている定番キャラクターを活用し、安定した収益を確保できるのがバンダイのキャ

ラクタービジネスの強みです。また、こうした安定性とと

もに、キャラクターポートフォリオの手法を導入し、既

存のキャラクターのさらなる育成、将来を見据えた新

キャラクターやオリジナルキャラクターの創出を通じ

た成長路線にも積極的に取り組んでいます。 

人々の「夢」や「感動」が国境を越えて存在するように、バンダイグループのビジネスフィールド

もボーダレスです。バンダイグループは、「パワーレンジャー」、「ガンダム」、「デジモン」、「ドラゴ

ンボールＺ」など世界的な人気を誇るキャラクターを活用

して、トイホビー、ゲームソフト、ビジュアルなど、さまざま

な事業セグメントにわたる商品のグローバル展開を強

化。キャラクターの魅力を、国や地域に合った良質な

エンターテイメントとして世界の人々に提供していきます。 

ャラクターの魅力を活かした多彩な事業、 
サービスを創出 

キ 

バンダイグループは、豊富なキャラクターラインナップを最大限に活用し、

長い歴史をもつ玩具はもちろん、生活関連商品やゲームソフト、アパレル、

菓子、映像ソフト、アミューズメント機器や景品、さらにはネットワークコンテ

ンツに至るまで、さまざまな領域で魅力ある商品・サービスを提供。また、こ

れらを単に商品化するだけではなく、TVなどのメディア媒体と強力に連動

することで商品のタイムリーな市場投入を行っています。こうして時代のニー

ズを先取りした新規事業の創出

にチャレンジすると同時に、キャ

ラクターの魅力を多軸的に

展開し、さらなる経営基盤の

強化を図っていきます。 

広告代理店 

版権元 

制作会社 

TV局 お客様 

番組放映 

商品化の働きかけ 

TV放送の働きかけ 

広告・PR
商品化の委託 

番組制作 

番組制作依頼 

版権使用料 
（ロイヤリティ） 

版権使用許諾 
（ライセンス） 

商品提供 
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犬夜叉 
TVでも大人気のアニメー
ション「犬夜叉」は、劇
場版2作目も大好評 

仮面ライダーファイズ 
変身ベルト 
DXファイズドライバー 

親子２世代から絶大な
支持を受ける「仮面ラ
イダーファイズ」の変
身アイテム 

びっくらたまご 
卵型入浴剤の中にキャ
ラクターが入っている
「びっくらたまご」シ
リーズ 

魔法のプリンセス 
ミンキーモモ 

葦プロダクションの人
気女児キャラクター「魔
法のプリンセス　ミン
キーモモ」 

当期の業績 

「選択と集中」、「経営と業務執行の分離」をキーワードに 
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当期純利益（損失）・経常利益（損失）推移 

当期純利益 経常利益 

Canバッチgood！ 
約200万個を販売してい
る人気女児ホビー商品 

PS2 
「ドラゴンボールZ」 
世界同時展開で200
万本以上を販売した
PS2ソフト 

それいけ！アンパンマン 
アンパンマントレイン2
幼児を中心に根強い
人気の定番キャラクター
「アンパンマン」のカ
プセル玩具 

マネジメント・メッセージ 

「世界一の感動創造企業」をめざして、確かな成長軌道を歩んでまいります。 

ネットワーク事業や海外展開に注力 

　株主、投資家、お取引先、そして平素よりバンダイグループを応援

していただいている皆様には格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げ

ます。 

　ここに2003年3月期（2002年4月～2003年3月）の業績についてご

報告申し上げます。 

　当期におけるわが国経済は、さらなるデフレの進行による不良債権

の増加や株式市場の低迷、高水準の失業率など、景気の先行きに

一段と不透明感が強まり、非常に厳しい状況で推移いたしました。 

　こうした状況の下、バンダイグループの2003年3月期の連結売上

高は、244,950百万円（前期比7.5％増）となりました。利益面につき

ましては、営業利益が25,869百万円（前期比24.6％増）、経常利益は

26,435百万円といずれも過去最高益を達成し、営業利益率も10.6

％（前期比1.5ポイント増）に達するなど収益性を高めることができま

した。また、当期純利益は12,667百万円（前期比19.0％増）となりま

した。なお、期中において事業拡張資金などに充当する目的で

25,000百万円の無担保社債を発行した結果、総資産が増加してお

ります。 

　このように極めて厳しい経済環境下にありながら、当期、バンダイグ

ループが目標を上回る業績を達成できた大きな要因のひとつとして、

当期を最終年度とする3ヵ年の中期経営計画（以下、前・中期経営計

画）の成果を挙げることができます。そこで、現状の総括や将来展望

をご説明する前に、まず、これまで取り組んでまいりました前・中期経

営計画の諸施策とその成果についてご紹介いたします。 

　前・中期経営計画策定以前の1998年から1999年にかけて、バン

ダイグループは、音楽事業会社の清算やインターネット端末「ピピン」

事業の撤退などによる損失を計上し、文字通り危機的な状況にあり

ました。この状況にあって、グループの事業基盤を抜本的に再構築

するため、「選択と集中」、「経営と業務執行の分離」をキーワードに、

従来の売上重視の体制から効率重視・利益重視の体制をめざしま

した。 

　キーワードのひとつである「選択と集中」には、「事業の選択と集中」

と「人材の選択と集中」の2つの側面があります。「事業の選択と集

中」では、キャラクターマーチャンダイジングの強みを活かせる事業に

特化し、さらにそのなかでも成長の可能性の大きい事業に経営資源

を集中投下しました。一方、「人材の選択と集中」では、実力主義の

人事制度を導入するとともに、とくに成長事業に対して、必要な能力・

実力を備えた人材を積極的に投入しました。 

　また、「経営と業務執行の分離」では、バーチャルカンパニー制を

導入してよりフラットな組織へと改編すると同時に、“取締役は経営

執行に専念”し、“業務執行は執行役員が行う”という役割分担を明

確化することによって、経営のスピードを追求しました。また、売上至

上主義の拡大路線から、利益と効率を重視する方向への転換を行い、

各事業分野で収益性の高い仕組みづくりに注力しました。 

 

 

　続きまして、計画に基づく戦略と施策についてご説明します。 

　まず、事業戦略としては、継続的なグループの再編成を進めつつ、

積極的なアライアンスやM&Aに取り組み、（1）ネットワーク事業の積

極的展開、（2）キャラクターのグローバル展開、（3）オリジナルキャラ

クターの創出、などを重点課題として注力しました。ネットワーク展開

では、2000年9月に携帯電話向けコンテンツを配信するバンダイネッ

トワークス（株）を別会社として分社したのをはじめ、2001年10月にオ

ンラインゲーム事業を手がける（株）バンダイゲームベンチャー、

2002年3月にブロードバンド向けにアニメーションを配信する（株）バ

ンダイチャンネルを設立するなど、グループシナジーを発揮する体制

を強化することによってネットワーク事業を拡大してきました。 

　また、グローバル展開としては、北米・欧州を中心に日本発のキャ

ラクターである「パワーレンジャー」、「デジモン」、「ガンダム」の各

シリーズを柱に、キャラクターラインナップの強化と、玩具以外の事

業分野のテストマーケティングに着手しました。さらに、オリジナルキャ

ラクターの創出では、「.hack」、「クラッシュギア」などのオリジナルキャ

ラクターの創出と育成を行ったほか、2001年11月に「魔法のプリン

セスミンキーモモ」、「超獣機神ダンクーガ」などの人気アニメーショ

ンコンテンツを保有する（株）葦プロダクションをバンダイグループに

迎え、キャラクターラインナップの一層の強化を図りました。 

 

　当社はこうした事業展開に合わせて、組織の再構築を推進してき

ました。今後一層の市場拡大が期待される成長分野、さらには将来

の収益の柱として期待できるネットワークなどの次世代分野に対して、

能力と意欲にあふれる人材を積極的に投入しました。また、国内の玩

具事業などの成熟分野や、各事業部門のサポートを担う機能分野で

は、要員数や配置の適正化を図るとともに、一層の業務プロセスの

改善により、効率性・収益性の向上を図ってまいりました。 

 

　このほか、前・中期経営計画では、業務執行役員制度を導入する

ことにより、各業務における一層の役割・責任の明確化を図るとともに、

意思決定の迅速化を実現しました。また、2002年6月の株主総会に

おいて、取締役の任期を従来の2年から1年に短縮したほか、新たに

松永真理氏を社外取締役に選任し、社内風土の活性化に努めてお

ります。さらに、企業倫理・法令遵守の徹底のための「コンプライアン

ス委員会」を設置し、公正で透明性の高い経営を実現すべく、コーポ

レート・ガバナンスの一層の強化に取り組んでおります。 

 

　これらのさまざまな諸施策を、グループ一丸となって実行にあたっ

た結果、当初掲げた3ヵ年計画の最終的な計数目標を、1年前倒しす

る形で、2002年3月期において達成することができました。そして

2003年3月期には、冒頭にもご紹介しました通り経常利益、営業利益

は過去最高益を記録し、経営指標として重視してきました連結ROA

についても8.0％以上という当初の目標を超える12.5％を実現してお

ります。 

　このように、2000年4月から実施してきた中期経営計画は、グルー

プの事業基盤の再構築、さらには業績回復において大きな成果を上

げたわけですが、一方で、今後のバンダイグループにとっての大きな

課題もまた浮上しつつあります。それが、「事業のエクスパンション（拡

大）」です。 

　2003年3月期は増収を達成いたしましたが、バンダイグループの

ダイナミックな組織再構築に着手 

経営の迅速化とコーポレート・ガバナンスの強化 

成果と今後の経営課題 

代表取締役社長 

高須 武男 
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前・中期経営計画3ヵ年中の総売上高と海外売上高 
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前・中期経営計画3ヵ年中のROA推移  
（単位：％） 
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（単位：億円） 

1/144 
ストライクガンダム 
TV、ブロードバンド、各
種商品でプロモーショ
ンを展開する「機動戦
士ガンダムSEED」 
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DVDソフト 

「攻殻機動隊 STAND  
ALONE COMPLEX」 
ハイターゲットに人気
のDVD作品 

アミューズメント用景品 

テレビアニメ 
「ワンピース」チョッパー 
スーパーDXぬいぐるみ 
ファミリー層に支持さ
れているキャラクター
アミューズメント景品 

爆竜戦隊アバレンジャー 
爆竜合体DXアバレンオー 
国内外で長く安定した
人気を誇る戦隊シリー
ズ「爆竜戦隊アバレン
ジャー」合体ロボット 

次なるテーマは事業のエクスパンション 

4,000 

3,000 

2,000 

1,000 

0

売上高 経常利益 （単位：億円） 

2004 2005 20062001 2002 2003

利益・効率重視の経営を基盤に、 

さらなる「事業のエクスパンション」を実現し、 

世界一の感動創造企業をめざします。 

売上はここ数年間2,300億円前後で停滞しているのが現状です。ま

た、利益面では経常利益、営業利益共に過去最高益を記録したも

のの、売上の拡大なくしては、近い将来、利益が頭打ちになるのは

明らかです。 

　私は、本来企業のあるべき姿は「増収増益」であり、「減収増益」

では企業が存続し続けることは困難であると考えます。すなわち、極

限まで効率化された事業が、さらに売上の拡大を実現することで利益

を伸ばしていく――これが企業の理想像です。無論、バンダイグルー

プに効率化の余地がないわけではありませんし、これからもさらなる

効率化に取り組む方針です。しかし、今後のバンダイグループにとっ

て「事業のエクスパンション」こそが最大の経営テーマであることは

間違いありません。 

　そこで、2003年4月からスタートする新しい中期経営計画においては、

バンダイグループを真に競争力ある企業グループへと飛躍させるため、

あえて「効率性」と「エクスパンション」の両面を追求してまいります。 

　新・中期経営計画の具体的内容については、［特集］ページにて

詳しくご紹介しておりますので、ここでは「事業のエクスパンション」

を実現する上での2つの方向性についてご紹介します。 

　ひとつは、まったく新しい事業軸やキャラクター、コンテンツを立ち

上げることによりエクスパンションを実現する方法であり、私たちはこ

れを「事業創出戦略」と呼んでおります。そしてもうひとつが、既存事

業のターゲット層、提供地域やメディアを拡大・深耕していくことによ

りエクスパンションを実現する方法であり、こちらは「事業拡張戦略」

と呼んでおります。 

　もちろん、いずれの戦略においても、私たちバンダイグループの最

大の強みである「キャラクター」を中心に展開していくことに変わりは

ありません。なぜなら“遺伝子”のない事業に手を拡げても、決して

十分な競争力は身につかないと考えているからです。 

　なお、新・中期経営計画における今後3ヵ年の計数目標は次のとお

りです。 

 

 

 

 

 

 

 

　この目標を達成し、未来に向けて確かな成長軌道を描いていきた

いと思います。 

  

　「攻めよう！変えよう！大転換！！」――これは新・中期経営計画にお

けるスローガンです。これまでのビジネスモデルや成功体験などに満

足することなく、グループを構成する一人ひとりが常にある種の危機

感を抱いて、新しいビジネス、新しい価値の創造に積極的にチャレン

ジしようというバンダイグループの意志を表現したものです。 

　実際、この新・中期経営計画策定にあたっても、現場サイドからの

提案も採り入れ、経営陣が計画を練り上げていった経緯があります。

いわば新・中期経営計画は、これからバンダイグループは何をなすべ

きか――という課題に対して、グループ全員が自らの総意によって導

き出した回答でもあるのです。 

　バンダイグループは、未来ビジョンである「世界一の感動創造企業」

をめざして、これからも全員一丸となって新たな価値ある事業、魅力

的な商品やサービスの創造に挑み、世界の人々に「夢」と「感動」を

提供し続けてまいります。 

　皆様の一層のご支援とご指導を賜りますようお願い申し上げます。 

事業の「創出」と「拡張」を追求 

グループ一丸となってビジョンの実現へ 

前・中期経営計画（実績） 新・中期経営計画（見込） 

新・中期経営計画  
 

特 集  

事業拡張 

事業創出 

新・中期経営計画は、「経営戦略」、「人材戦略」、「事業戦略」の3

つの戦略によって構成されています。「経営戦略」ではブランド力の

強化やM&A・アライアンス展開、ポートフォリオ経営の強化、「人材

戦略」としては社内人材活用と社外人材活用、そして「事業戦略」と

してグローバル展開、ネットワーク展開、コンテンツ展開といった施策

を打ち出しています。 

事業のエクスパンション 

ネットワーク 
事業 

ゲームソフト事業 

トイホビー事業 

ライフスタイル 
事業 

ビジュアル事業 

アミューズメント 
事業 

STRATEGY● 経営戦略  1

STRATEGY● 人材戦略  2

STRATEGY● 事業戦略  3
 

 

 

マネジメント・メッセージ 

着信ボイスコンテンツ 

ガンダム携帯ボイス 
ゲームをはじめ遊びの
世界を拡げるバンダイ
ネットワークスの携帯
電話コンテンツ 

2,800
3,000

300 320280

2,550

264

2,2792,170

219163

2,449

 

2004年　　売上高　2,550億円　　　経常利益　280億円 

2005年　　売上高　2,800億円　　　経常利益　300億円 

2006年　　売上高　3,000億円　　　経常利益　320億円 
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ブランド力の強化 

コーポレートブランド戦略 
　キャラクターマーチャンダイジングに基づく多彩なビジネスを展

開してきたバンダイグループは、これまであまりコーポレートブラン

ドを強調してきませんでした。つまり、お客様が選ぶのはあくまでキャ

ラクターの魅力やその商品やサービスのエンターテイメント性で

あるという前提で、バンダイというブランドを積極的に打ち出して

こなかったのです。しかし、今後、事業のエクスパンションを実現

していくためには、「バンダイ」というコーポレートブランドの価値

を高めていくことが不可欠です。 

　たとえば、「バンダイの商品だから魅力的なはずだ」とお客様

に感じていただくことや、投資家の方々やパートナー企業から「バ

ンダイが始める事業なら期待できる」、「バンダイならビジネスチャ

ンスが多い」など、コーポレートブランドの強化による「安心感」

や「信頼感」、「期待感」の向上は、事業のエクスパンションを実

現する上でさまざまなメリットをもたらします。「キャラクターといえ

ばバンダイ」という強いイメージを世界的に確立していくことが重

要なのです。 

 

 

 

 

 

 

 

　バンダイでは、2003年4月より社長直轄の「コーポレートコミュ

ニケーション室」を設立し、お客様をはじめさまざまなステークホ

ルダーとの対話を通じて“あるべきコーポレートブランド”の確立

をめざした活動に取り組んでいます。 

　一方で、バンダイグループの事業は、キャラクター展開をベー

スにしながらも、事業セグメント、顧客層、地域などが極めて多様

化しているために、単一のブランドですべての事業を括ることが

難しい側面があります。たとえば、バンダイの主力事業であるトイ

ホビーによって形づくられる「おもちゃ」や「子供」のイメージは、

アパレルや生活用品などの事業において時としてマイナスに作

用することもあり得ます。 

　そこで今後は、お客様の視点で事業ブランドを見直し、それぞ

れの事業に最適なブランドを構築し、マーケットで独自の専門性・

優位性を強くアピールしていきます。 

　コーポレートブランドの強化と個別の事業ブランドの確立を両

立させることは、非常に難易度の高い戦略です。コーポレートブ

ランドを醸成するためには強力な「求心力」が、個別の事業ブラ

ンドの確立には差別化のための「独自性」が求められ、両立とは

相反する要素を同時に追求する戦略でもあるからです。 

　そこで、このブランド戦略を遂行する上で最適なグループ組織

について検討を重ねた結果、純粋持株会社体制への移行が最

適であると判断しました。バンダイの各事業部はそれぞれ事業子

会社として分離独立し、バンダイは純粋持株会社となります。そ

最適な事業ブランドの構築 

純粋持株会社体制への移行 

新・中期経営計画  
 

特 集  

日本の出生数とバンダイグループの売上高 

120 

115 

110 

100 

0

4,000 

3,000 

2,000 

1,000 

0

（単位：億円） （単位：万人） 

2,086

118

2,170

119

2,279

117
115

2,449

2000 2001 2002 2003

（出典：厚生労働省「平成14年人口動態統計月報年計（概数）の概況」） 

「仮面ライダー」 の大人用レザージャケット 10代女性に人気のガールズブリーフ 
「 mi･ke･ra（ミケラ）」 

ショッピングが楽しめる携帯電話 
コンテンツ「LOVE BARGAIN」 

ぬりえに触れると声や音楽が流れる 
「おしゃべらーと」 

ネットワーク 
事業 

ゲームソフト 
事業 

トイホビー事業 

ライフスタイル 
事業 

ビジュアル事業 

アミューズメント 
事業 

新キャラクター 新キャラクター 

新キャラクター 新キャラクター 

新キャラクター 新キャラクター 

事業拡張  

事業によるエクスパンション 

事業創出  

純粋持株会社としての求心力向上  

STRATEGY●  経営戦略  1

コーポレートブランド「BANDAI」を求心力に、新たなキャラクターを発掘 
積極的なM＆A、アライアンスによってグループのシナジーを追求 

商品戦略、ターゲット戦略に最適な事業ブランドを確立 

事業ブランド 

事業ブランド 

事
業
ブ
ラ
ン
ド 

事
業
ブ
ラ
ン
ド 

事
業
ブ
ラ
ン
ド 

事
業
ブ
ラ
ン
ド 
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新・中期経営計画  
 

特 集  

ポートフォリオ経営の強化 

多重ポートフォリオ経営でバランスの取れた 
ビジネスを実現 

 

 

　バンダイグループの経営における最大の特色のひとつは、「事

業ポートフォリオ」、「地域ポートフォリオ」そして「キャラクターポー

トフォリオ」という3つのポートフォリオを活用して、迅速な戦略立

案と業務遂行を実現している点にあります。 

　「事業ポートフォリオ」では、トイホビー、ライフスタイル、ゲーム

ソフト、アミューズメント、ネットワーク、ビジュアルの各セグメント

の売上や収益性の傾向を見ながら戦略を構築していきます。「地

域ポートフォリオ」では、日本、米国、欧州、アジアの各市場と、そ

れらを統括するグローバル展開戦略により、新たなキャラクター

や商品を迅速に展開しています。「キャラクターポートフォリオ」は、

グループの最大の経営資源であるキャラクターを「定番キャラク

ター」と「新規キャラクター」、「オリジナルキャラクター」と「外

部ライセンスキャラクター」という2つの軸で分析するバンダイ独

自の手法で、収益性と将来性、あるいはリスクとリターンのバラン

スの取れた理想的なキャラクター展開を図っています。 

　これらポートフォリオの活用は、これまでも取り組んでまいりまし

たが、今回の中期経営計画ではさらに「新規・自社キャラクターを

活かした国内のトイ事業を強化する」、「定番・他社キャラクター

を起用した米国のゲームソフト事業をさらに拡張する」といった

具合に、3つのポートフォリオをより立体的・複合的に管理する「多

重ポートフォリオ経営」を推進することで、よりきめ細かな事業戦

略を練り上げ、キャラクター、商品、グループ会社のそれぞれのシ

ナジーによる成長と収益向上をめざしていきます。 

　また、今後、純粋持株会社体制に移行することによって、これら

ポートフォリオ経営を一層強化できるものと考えています。 

M&A・アライアンス戦略 

事業創出戦略としてのM&A・アライアンスに注力 

の際、グループ本社であるバンダイは、グループ経営機能、事業

創出機能、コンテンツ戦略機能などを担当します。事業環境や法

整備などの検討も重ねた上で、今後3年間のあいだで純粋持株

会社体制へと移行する計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　前・中期経営計画では、「既存事業の補完」や「グループシナ

ジーの強化」を主な目的としてM&A・アライアンス戦略を推し進

めてきました。この間の実績には、トイ事業の補完をめざした（株）

ツクダオリジナル（2003年3月より「（株）パルボックス」に社名

変更）、ライフスタイル事業の補完を目的とするキャラクター文具

の（株）セイカ、さらにはグループシナジーの強化を図った（株）葦

プロダクションのバンダイグループ参加などがあります。 

　今後はこうした目的に加え、事業の多軸化、すなわち「事業創

出戦略」としてのM&A・アライアンス戦略にも積極的に取り組ん

でいきます。2003年５月には菓子メーカーの（株）東ハトに出資し、

既存の菓子事業の裾野拡大と、バンダイのキャラクターマーチャ

ンダイジングとのコラボレーション展開をはかります。また2003年

夏からは世界第2位のブロックメーカーであるメガブロック社（カ

ナダ）との事業提携によりブロック市場へ参入し、キャラクターブ

ロックのグローバル展開もスタートします。このほかにも、たとえ

ばグローバルビジネスに強みをもつ企業や有力なコンテンツホ

ルダーなど、バンダイグループの今後の事業戦略に沿って、キャ

ラクターマーチャンダイジングというグループのノウハウを存分に

活かせるM&A・アライアンスに力を注いでいく計画です。なお、

M&Aなどによる事業のエクスパンションを推進するために、2003

年3月に25,000百万円の資金調達を行いました。 

 

STRATEGY●  経営戦略  1

ロングセラーの「ルービックキューブ」と 
ガンダムのコラボレーション商品 

メガブロック社との提携で誕生した 
キャラクターブロック 

トイホビー事業をエクスパンションする 
メガブロック商品 

玩具菓子商品「From TV animation  
ワンピース」のグミ菓子 

純粋持株会社体制イメージ図 

純粋持株会社 事業会社 機能会社 

流通・販社 

制作 

物流 

生産 

その他 

㈱バンダイ ㈱バンダイトイホビー 

㈱バンダイライフスタイル 

㈱バンダイビデオゲーム 

バンダイネットワークス㈱ 

㈱バンプレスト 

バンダイビジュアル㈱ 

経営戦略部門 

事業創出戦略部門 

連単倍率 

※1999年3月期の経常利益の連単比率は連結経常利益がマイナスで単独経常利益 
がプラスのため、数値は入れておりません。 

売上高 経常利益 

2.5 

2.0 

1.5 

1.0 

0

（単位：倍） 

1.95 1.86

1.39

1.79

2.20

1.96

2.21

1.92

2.55

20001999 2001 2002 2003

2003年キャラクター別売上高比率（単体） 

定番・新規キャラクター商品売上構成比率（単体） 

定番：中長期的な商品展開によって、安定した収益を獲得しているキャラクター 
新規：商品展開期間がまだ短く、今後の収益拡大が期待されるキャラクター 

1,600 

1,200 

800 

400 

0

（単位：億円） 

694
648 562

647519

20012000 2002 2003 2004 
（計画） 

515470 621 653733

1年間で1000万個以上販売した 
「ガンダムコレクション 」シリーズ 

大人世代をターゲットにした自販機カプセル 
商品「ぼくの小学校」シリーズ 

バトルとカスタマイズが楽しめる「バトルダーツ」 「金色のガッシュベル!! 」のカードゲーム 

製作・権利会社 

コンテンツ戦略部門 

機動戦士 
ガンダムシリーズ 
21.7％ 

仮面ライダー 
シリーズ 
11.2％ 

戦隊シリーズ 
10.5％ 

ワンピース 5％ 
アンパンマン 

その他キャラクター 

4.9％ 
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外部人材活用 

内部人材活用 

多様な才能が集うオープンプラットフォームとして 

　人材戦略の大きな柱のひとつが積極的な外部人材の活用です。

新キャラクターの創出、さらにデジタルコンテンツや新規ジャンル

における商品開発など、バンダイグループのビジネスが一層高度

化・専門化しながら拡がっていくなかで、すべてを社内の人材だ

けで担っていくことは困難です。そこでバンダイグループでは、早

くから外部の有力制作会社や社外クリエイターとのコラボレーショ

ンなどに力を注いできました。 

　こうしたコラボレーションの成功例のひとつに、2002年に創出

したゲームソフト発のオリジナルコンテンツ「.hack」があります。

この「.hack」は、貞本義行氏、伊藤和典氏、真下耕一氏という、

日本を代表する3人のクリエイターに対し、バンダイがプロデューサー

として自由な創作活動の場を提供したことによって生まれたオリ

ジナルコンテンツです。 

　今後、事業のエクスパンションを実現するためにも、こうした社

外の優秀な人材にバンダイという創作のステージを最大限に活

用してもらうための仕組みをさらに強化していきたいと考えていま

す。もちろん、そのためにもバンダイグループの社員一人ひとりの

創造力、プロデュース能力を高めていくことは言うまでもありません。 

　一方、グループ内部の人材活用強化については、バンダイ及

びグループ会社のバックオフィス機能を統合することによって実

現していきます。従来グループ各社に分散していた機能を集約

することで、より効率的な組織に再編し、人材の一層の有効活用

を図っていきます。 

　また、純粋持株会社へ移行後、バンダイ本社は経営戦略の策定・

遂行などのグループ本社機能を担い、より効率的で活性化され

た人材戦略を推進していきます。 

グループのバックオフィス機能を統合 

新・中期経営計画  
 

特 集  

日本を代表するクリエイターが多数参加した 
「.hack」製作発表会 

ゲームソフトとOVAソフトがワンパッケージに 
なった「.hack」シリーズ 

米国でも人気のＴＶアニメ 
「.hack//SIGN」 

サンリオとの共同開発キャラクター 
「ポップンベリー」のグミ 

従業員1人当たりの売上高・当期純利益推移（連結） 

120 

90 

60 

30 

0

6 

4.5 

3 

1.5 

0 

 

（単位：百万円） 

売上高 当期純利益 

STRATEGY●  人材戦略  2

内部人材  

エンターテイメント・ 
コンテンツの 

プロデューサー集団へ 

外部人材  

「バンダイ」を 
プラットフォームとした 
外部人材の積極的な活用 

ネットワーク 
事業 

ゲームソフト 
事業 

トイホビー事業 

ライフスタイル 
事業 

ビジュアル事業 

アミューズメント 
事業 

バックオフィスの機能統合・ 
人的資源の有効活用 
●管理部門の効率化 
●戦略部門のパワーアップ 

基幹システムの統合 
●情報の共有化 
  （ナレッジマネジメント） 
●ディスクロージャーの強化 

2000 2001 2002 2003 2004 
（計画） 
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グローバル展開 

事業主体の体制で世界同時展開を実現 
　今回の事業戦略のなかでもとくに重要性が高いものがグロー

バル展開です。現在、グローバル展開には2つの課題があります。

ひとつが菓子・自販機向けトイホビー商品やゲームソフト、ネットワー

ク、ビジュアルといった玩具以外の事業軸のエクスパンションで

あり、もうひとつが「パワーレンジャー」、「デジモン」、「ガンダム」

に続く柱の育成をめざすキャラクターマーチャンダイジングのエク

スパンションです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

　これらグローバルなエクスパンションを実現するために、バンダ

イグループでは、従来のような地域主体から事業を主体とする発

想に基づくキャラクターマーチャンダイジングのグローバル展開

を行います。具体的には各事業セグメントごとに世界市場を貫く

事業戦略を策定・実施し、各地域と連動しながらプロモーション

や販売などキャラクタービジネスの展開を行うというものです。 

　さらに、地域のエクスパンションにも取り組んでおり、市場とし

ての有望性の高い中国市場での本格事業展開を目的に、2003

年4月より「中国事業拓展部」を新設し、活動しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　かつては日本では人気のあるキャラクターであっても米国では

まったく認知されていないなど、世界共通といえるキャラクターは

わずかでした。しかし、近年は日本のアニメーション作品が世界に

広く紹介されるようになり、世界規模で人気を集めるキャラクター

が増えつつあります。バンダイグループでは「パワーレンジャー」

を皮切りに、日本発のキャラクター展開を行っていますが、今後も

さらに拡大させていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 その最近の代表例が「ドラゴンボールZ」です。バンダイグルー

プでは、プレイステーション２用ソフト「ドラゴンボールＺ」の商品

世界共通のキャラクターを積極活用 

新・中期経営計画  
 

特 集  

連結売上高に占める海外売上比率 

25 

20 

15 

10 

5 

0

（単位：％）　　 

18.76

15.60
13.73

19.61 20.89

200220012000 2003 2004
（計画） 

所在地別売上構成比推移 

100 

75 

50 

25 

0

（単位：％） 

20012000 2002 2003 2004
（計画） 

北米 
※地域間の内部取引・振替高は調整済です。 

欧州 アジア 日本 

海外3大キャラクター売上推移 

デジモン 

400 

300 

200 

100 

0

（単位：億円） 

2001

371

2002

326

2003

263

STRATEGY●  事業戦略  3

海外でも定番キャラクターとして定着した 
「Power Rangers」シリーズ 

2004年米国展開予定の 
「Power Rangers Dino Thunder」 

日本発キャラクターのワールドワイド 
展開が成功したPS2「ドラゴンボールZ」 

日本・韓国・米国など６ヵ国で同時発売の 
「STAR TREK」プラモデル 

ネットワーク 
事業 

ゲーム 
ソフト 
事業 

トイホビー 
事業 

ライフスタイル 
事業 

ビジュアル 
事業 

アミューズ 
メント 
事業 

日本で 

北米で 

欧州で 

アジアで 

事業主体のキャラクタービジネス 
全事業がそれぞれの商品をグローバル展開 
（海外販社内の各事業部が担当） 

地域主体のキャラクタービジネス 
各地域へのキャラクターと商品のローカリゼーション展開 

（各海外販社が担当） 

世界へ 世界へ 

世界へ 世界へ 

世界へ 

世界へ 

パワーレンジャー ガンダム 
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新・中期経営計画  
 

特 集  

ネットワーク時代のエンターテイメントを提供 

ネットワーク展開 

端末、メディアの枠を超えたコンテンツ事業を展開 

化にあたり、バンダイのビデオゲーム事業部が主体となって世界

同時展開のマーケティングプロモーションを展開した結果、現時

点において全世界で200万本を超える出荷数を達成しました。米

国では日本の人気少年誌である「週刊少年ジャンプ」の米国版

（SHONEN JUMP）が発売されるなど、メディア各社の世界展開

もこれまで以上に活発化していることから、この「ドラゴンボールＺ」

のようなグローバルキャラクターが今後も続々と登場してくると

思われます。バンダイグループでは、こうしたキャラクターを積極

的に活用し、各事業セグメントにおいて世界市場を視野に入れた

マーケティング活動に力を入れることで、一層の事業のエクスパ

ンションを実現できると考えています。 

　バンダイグループの全売上高に占める海外の割合は、現在、

20％弱ですが、中期経営計画最終年度の2006年3月期までには

これを23.3％にまで高める計画です。さらに、将来的には国内と

海外との売上比率を50:50にしたいと考えています。 

　バンダイグループのネットワークビジネスには、主に「携帯電話

コンテンツ」、「オンラインゲーム」、「ブロードバンド配信」の3つ

のカテゴリーがあります。これらネットワークビジネスの2003年3

月期の売上高は80億円強、経常利益20億円強と、ボリューム的

にはまださほど大きな事業とはいえません。しかし、“モノより思い

出”というエンターテイメントの傾向は今や時代の潮流であり、ネッ

トワークを使ったコンテンツやゲームの配信は、これからのエンター

テイメントビジネスにおいて欠かせない存在となることは間違い

ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

　すでに携帯コンテンツ事業で「キャラっぱ！」シリーズを代表と

するキャラクターコンテンツが有料加入者数国内トップクラスを

誇るまでに成長したほか、オンラインゲーム事業でも、キャラクター

のオンラインゲーム化を積極的に展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

　また、ブロードバンド配信でも、（株）バンダイチャンネルが「ガ

ンダム」シリーズなどグループ資産を活かした人気アニメーション

の有料配信や、ＴＶ放送とブロードバンド配信を同時並行して行

うプロモーション活動などを開始し、大きな反響を集めています。

今後はブロードバンド専用のオリジナルアニメーションの制作やユー

ザー参加型のコンテンツの開発など、ブロードバンドならではの

特色を発揮させ、業界に先駆けた新しいビジネスモデルの確立

に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　さらに、ネットワーク事業では、バンダイグループの多彩な経営

資源を活用して「モノとサービスの融合」による新しい価値の創

造にも取り組みます。その一例が2002年10月に発売した「カラ

オケステーション」です。これは、TVに接続するカラオケマイクで

すが、インターネット上から楽曲をダウンロードして、テレビにつな

いでカラオケを楽しめるユニークな製品で、モノづくりに強みをも

つバンダイとインターネットビジネスに強みをもつバンダイネットワー

クス（株）がそれぞれの長所を融合することによって実現した、新

しいカテゴリーのエンターテイメント商品＆サービスといえます。

バンダイグループでは、これからもグループの経営資源を有効に

活用し、ネットワークというプラットフォームを活かした新しいエンター

テイメントの提供に力を注いでいきます。 

バンダイチャンネルブロードバンド有料コンテンツ累計配信話数推移 
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0

（単位：万話） 
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回線種別インターネット利用世帯の普及予測 
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（出典：総務省　「全国ブロードバンド構想」） 
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（単位：万加入） 

20022001 2003 2004 2005

携帯電話・PHS加入者数推移（日本国内） 
（出典：電気通信事業者協会） 
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（単位：百万台） 

海外におけるセグメント別売上構成比推移 

トイホビー 
ライフスタイル 

ビジュアル 
アミューズメント 

ゲームソフト 

ネットワーク 
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0

（単位：％） 
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（計画） 

STRATEGY●  事業戦略  3

オンラインゲームから生まれた 
ＴＶアニメ「無限戦記ポトリス」 

9カ月で200万話利用されたバンダイチャンネルの 
ブロードバンドコンテンツ 

モノとサービスの融合をめざした商品 
「カラオケステーション」 

バンダイネットワークスのインターネット 
サイト「Lalabit（ララビット）」 

ネットワーク 
事業 

ゲームソフト 
事業 

トイホビー事業 

ライフスタイル 
事業 

ビジュアル事業 

アミューズメント 
事業 モノ事業のサービス化・ 

ネットワーク展開 

携帯電話コンテンツ事業 オンラインゲーム ブロードバンド配信 
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新・中期経営計画  
 

特 集  

コンテンツ展開 

ハリウッド方式でオリジナルキャラクター創出を強化 

　コンテンツ展開としては、「オリジナルキャラクター創出の強化」

と「キャラクター育成のための体制づくり」に力を注ぎます。 

　最近のオリジナルキャラクターとしては、「プリモプエル」のよ

うに商品発でキャラクター化したものや、「クラッシュギア」などグ

ループが制作するアニメから生まれたもの、「.hack」のようにメディ

アミックスで人気が高まったケース、さらには（株）サンリオとの共

同企画開発による「ポップンベリー」などがあります。このように

オリジナルキャラクターの開発手法はさまざまですが、今後は「.hack」

や「ポップンベリー」のように、外部人材・外部企業とのコラボレー

ションによるオリジナルキャラクターの創出にさらに積極的に取り

組んでいきます。 

　そのための仕組みが、人材戦略でもご紹介した外部人材の活

用です。アニメーションやゲーム、造形、音楽など、特定のジャン

ルにこだわらず、さまざまなジャンルで活躍するクリエイティブな人々

に、「バンダイ」というステージを開放することにより、優れた人材

を集め、そこから将来のバンダイを担うオリジナルキャラクターを

生み出していきたいと考えています。私たちは、この仕組みを、世

界中の優れた才能が結集した映画の都、ハリウッドにならい、「バ

ンダイ・ハリウッド・システム」と名づけ、よりオープンでクリエイティ

ブな環境づくりとプロデュース機能の一層の強化に取り組んで

います。 

　一方、キャラクター育成を強化するための仕組みとして、新た

に導入したのが「キャラクターマネージャー制度」です。バンダイ

グループでは、かつて「たまごっち」において爆発的なブームを

巻き起こしましたが、キャラクターの長期育成の面で課題を残し

た教訓があります。以来、「キャラクターポートフォリオ」の概念を

導入し、特定キャラクターに収益を依存しないよう努めてきました

が、今後、事業のエクスパンションを図るためには、単にリスクを

分散させるだけでなく、有望なキャラクターについては積極的に

育成していく仕組みが必要です。そこで「キャラクターマネージャー」

を設置することにいたしました。 

　この第一弾としてバンダイグループの主役でもある「ガンダム」

にこの制度を導入。キャラクターマネージャーが強力なリーダーシッ

プを発揮し、グループ横断的な商品・サービスの企画開発、プロモー

ション戦略を推進することによって、長期的な視点から「ガンダム」

を一層魅力的なキャラクターへと育成していきます。今後その他

のキャラクターについても順次キャラクターマネージャー制度を

導入していきます。 

 

長期的視点からキャラクターを育成 

STRATEGY●  事業戦略  3

幅広い年齢層に癒し商品として 
親しまれている「プリモプエル」 

「プリモプエル」はユーザーとの 
交流イベントを積極的に開催 

累計500万個の出荷数を突破した 
「クラッシュギア」 

クリエイターとのコラボレーション、 
独自のメディアミックス展開を行う「.hack」 

バンダイとサンリオがお互いの強みを 
活かした「ポップンベリー」 

アニメーション製作と商品展開で 
グループ内コラボレーションを発揮する 
「機動戦士ガンダム」シリーズ 

精巧に再現されたキャラクターが魅力の 
「ガンダムミニフィギュアセレクション」 
シリーズ 

BANDAI
HOLLYWOOD SYSTEM

キャラクターポートフォリオを活用した 
・ビジネスリスクの分散 
・市場展開のスピードアップ 
・キャラクターマネージャー制度の 
 導入によるキャラクター育成 

外部とのコラボレーションによる 
新キャラクター創出 

ネットワーク事業 

ゲームソフト事業 

トイホビー事業 

ライフスタイル事業 

ビジュアル事業 

アミューズメント事業 

模型・ 
フィギュア 

ネットワーク 

出版 生活用品 

アニメ 

音楽 

ゲーム 

ファンの年齢層をさらに拡大する 
「機動戦士ガンダム SEED」 

外部とのコラボレーションや商品から生まれた 
様々なオリジナルキャラクター 
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国内市場における一層のシェア拡大をめざす 
　バンダイグループのトイホビー事業は、強力な定番キャラクターを活かした多彩な商品展開により、長年にわたり安定した業績を

維持してきたグループの収益基盤です。ただし、国内においては少子化の影響などを背景に市場の大規模な拡大は期待できな

いことから、一層のシェア拡大による「事業拡張戦略」に取り組んでいきます。男児キャラクター玩具、玩具菓子、カプセル玩具な

どにおけるトップシェアを堅持するとともに、女児玩具や電子玩具、一般ゲームなどにおけるさらなるシェアアップとトップシェア獲得

をめざします。また、シェアアップの結果を、それぞれの事業カテゴリーの市場拡大に結びつけていきたいと考えています。 

 

海外での新規事業立ち上げが急務 
　海外市場では、「事業創出戦略」を積極的に推進していきます。現状では欧米などの主要エリアにおいても３大キャラクターをは

じめとする男児キャラクター玩具の展開が中心となっており、女児キャラクター玩具の強化と玩具菓子事業などを含む多くの新規

事業の早期立ち上げが急務となっています。今後はゲームソフトと同様に世界同時発売商品の展開も積極的に行っていきます。 

事 業プレビュー  

バンダイグループは、新・中期経営計画にあわせて既存の事業セグメントの見直しを行い、 
「トイホビー」、「ライフスタイル」、「ゲームソフト」、「アミューズメント」、「ネットワーク」、「ビジュアル」の 
6つの事業からなる新しい体制へと移行しました。 
これは、お客様の視点に立って事業ブランドを整理することにより、 
広くバンダイグループの事業内容への認知度を高め、事業及びコーポレートブランド力の強化を図るためです。 
ここでは、6つの事業セグメントのエクスパンションの方向性、及び新規事業の方針についてご紹介していきます。 
注）ここでご紹介する6事業は、監査法人の監査の対象にはなっておりません。 

トイホビー 

2003年 
実績 
 

2006年 
目標 

売上高 経常利益 

1,320億円 
（国内943億円） 

 
1,640億円 

（国内1,120億円） 

117億円 
（国内59億円） 

 
149億円 

（国内93億円） 

ライフスタイル 

2003年 
実績 
 

2006年 
目標 

売上高 経常利益 

182億円 
（すべて国内） 

 
210億円 

（国内200億円） 

13億円 
（同左） 
 

16億円 
（国内15億円） 

ゲームソフト 

2003年 
実績 
 

2006年 
目標 

売上高 経常利益 

382億円 
（国内326億円） 

 
400億円 

（国内320億円） 

62億円 
（国内50億円） 

 
65億円 

（国内45億円） 

アミューズメント 

売上高 経常利益 

190億円 
（すべて国内） 

 
260億円 

（国内250億円） 

2億円 
（同左） 
 

15億円 
（国内14億円） 

１事業あたり売上高100億円を目標に 
　バンダイグループは、売上高1,000億円規模の事業を2つ、3つと育てるよりも、売上高100億円規模の事業が20、30と集まって

成り立つ「機動的な中小企業の集合体」でありたいと考えています。この方針に基づき、これまでにもベンダー事業や玩具菓子

事業、アパレル事業など、次 と々「事業創出戦略」を展開してきました。 

　今後の可能性としては、単なるテクノロジーの追求にとどまらないもっと楽しいロボットを提案する「エンターテイメント・ロボット事

業」、コンシューマではなく企業との直接取引を行う「BtoB事業」など、さまざまな分野をターゲットに事業化を検討していきます。さ

らに、現在はトイホビー事業として展開している「女児ホビー」や「ぬいぐるみ」など、独立事業としてエクスパンションしていける分

野は数多くあります。 

　今後もバンダイグループでは、「１事業あたり売上高100億円」をガイドラインとして次 と々新規事業創出にチャレンジしていきます。 

新規事業 

2003年 
実績 
 

2006年 
目標 

実用品にエンターテイメント性を加える 
　ライフスタイル事業におけるバンダイグループの強みは、アパレルや文具、生活雑貨などの実用品に対して、キャラクターを活用

したエンターテイメント性を付与するという付加価値を創造していく点にあります。 

　このライフスタイル事業におけるエクスパンションの方向性は２つあります。ひとつが、品質・安心感をテーマにした新しいキャラ

クターブランドの育成であり、もうひとつが、新規事業領域への参入です。すでに商品展開しているアパレル、生活用品、文具に

限らず、バンダイならではのキャラクターを活かせる領域は、私たちの身近なところにまだまだたくさん存在すると考えています。 

　このように、ライフスタイル事業はバンダイグループの中でも「事業創

出戦略」によるエクスパンションが最も期待できるドメインであり、その実

現のためのM&A・アライアンスにも積極的に取り組んでいく計画です。

また、今後は海外展開も視野に入れ、ビジネスモデルの構築に向けた準

備を進めていきます。 

世界同時展開を標準化 
　バンダイグループのゲームソフト事業は、キャラクター作品に特化し、各ハードに対応するマルチ（全方位）プラットフォームによ

るビジネスモデルを確立しています。ゲームソフト事業における最大の課題は、海外展開によるエクスパンションです。2003年をビ

デオゲームの「グローバル展開元年」と位置づけ、キャラクターゲームの完全グローバル化を推進します。「ドラゴンボールＺ」の成

功で蓄積したノウハウを活かして世界同時展開のビジネスモデルを標準化し、年

間1,000万本の販売をめざします。 

　さらに2004年度より、新たにゲームボーイアドバンス向けのソフトを本格展開し、

バンダイグループのメインユーザーであり、かつゲーム市場の次世代を担う小学

生向けタイトルにおいてミリオンセラー樹立を狙います。一方、ネットワークゲーム

のビジネス展開も継続的に検証し、早い段階でのビジネスモデル確立をめざします。 

ファミリー向け施設展開を強化 
　アミューズメント事業では、国内の施設営業所数が減少する一方、ショッピングセンターへの出店が増加傾向を続けており、ファ

ミリーが買物の合間に楽しむ“時間消費型レジャー”に対応した事業展開が求められています。具体的には、大型景品に対応す

るクレーンゲーム機や、バンダイグループの強みを活かしたファミリー向けキャラクターアミューズメントマシンなど、独自の機器開発

を強化するとともに、景品としてはライトユーザー向けの戦略的キャラクター開発に力を

注いでいきます。一方、施設運営については、ショッピングセンター併設のファミリー向

け施設である「きゃらんど」の展開を強化します。さらに、将来の海外展開に向けた市

場調査にも着手する予定です。 

携帯電話向けコンテンツの高付加価値化を推進 
　携帯電話向けコンテンツ事業では、端末のバージョンアップに対応する、キャラクターを活かした付加価値の高い新コンテンツ

の開発やキャラクターラインナップの一層の強化を推し進め、現在国内で400万人の有料会員数を3年後には500万人まで拡大

したいと考えています。また、国内にとどまらず、欧米やアジア地域においても各種コンテンツサービスを開始しており、今後も順次

地域を拡大していきます。 

 

ブロードバンド配信先を拡大 
　アニメーション配信を中心とするブロードバンド事業では、今後、有力プロバイダとの提携などによって配信委託先の拡大を図

り、全国配信カバー率90％の早期達成をめざします。加えて、パソコンだけでなくブロードバンド専用端末やゲーム端末を介した

TV画面へのコンテンツ配信にも着手する予定で、配信インフラと端末の一層の拡大に取り組んでいきます。こうした取り組みを

通じて、有料映像配信の収益モデルを確立するとともに、バンダイグループのキャラクター育成を支える新しい「メディア」としての

機能も検証し、グループ価値の最大化にも貢献していきます。さらに、ブロードバンドネットワークの双方向性を活かし、バンダイグ

ループならではのインタラクティブなコンテンツ配信にも積極的に挑戦していきます。 

ネットワーク 

2003年 
実績 
 

2006年 
目標 

売上高 経常利益 

84億円 
（すべて国内） 

 
140億円 

（国内110億円） 

22億円 
（同左） 
 

27億円 
（国内24億円） 

ビジュアル 

2003年 
実績 
 

2006年 
目標 

売上高 経常利益 

291億円 
（国内264億円） 

 
350億円 

（国内300億円） 

48億円 
（国内45億円） 

 
48億円 

（国内43億円） 

ワンソース・マルチユースで効率化とエクスパンションを追求 
　バンダイグループのビジュアル事業は、熱心なアニメーションファンをメインターゲットとしたキャラクターマーチャンダイジングの強

みを活かしたビジネスを展開することで、国内のアニメソフト市場において、業界2位の地位を築いています。この実績をベースにして、

今後はコンテンツのデジタル化を一層推し進め、グループシナジーが発揮できるコンテンツを世界主要エリアで展開していきます。 

　たとえばDVD販売においては、アニメーションなど得意分野のさらなる深耕による拡大を図り、熱心なファン向けの作品制作を

強化することで、今後3年間で6割増と予想されているDVD市場の拡大に合わせたエクスパンションを実現していきます。さらに、

DVDなどの映像メディアに限らず、他の事業部門とのコラボレーションによるフィギュアや書籍、音楽

CDといった各種の映像派生商品の展開など、「ワンソース・マルチユース」の徹底によって、効率化

とエクスパンションを同時に追求していきます。また、（株）バンダイチャンネルとの連携を深めて、ブロー

ドバンド配信コンテンツの充実にも力を注ぎます。 
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安 全・環 境・品 質へ の取り組みと社 会 貢 献 活 動  

バンダイは、人々に「夢」と「感動」を提供する企業の責務として、 
商品やサービスの徹底した安全性追求や環境問題への対応、品質向上に取り組むのはもちろん、 
社会における自らの役割を見つめつつ“バンダイらしい社会貢献”を実現するための多彩な活動を展開しています。 

品質向上と安全への取り組み 

世界一の感動創造企業をめざして、 

自らの社会的役割を果たしていきます。 

1

2

3

環境保全への取り組み 

1

2

3

4

社会貢献への取り組み 

1

2

3

注意表示 

ピクトグラム 

素材の表記 

ＳＴマーク 
玩具については、社団法人日本玩具協会が定めるさまざまな基準
に準拠している証として、「ＳＴマーク」を表示しています。 

バンダイコレクション 

　バンダイの品質方針は、「安全で安心できる商品づくりに徹し、世界の

お客様に信頼と満足を与える商品を提供する」ことにあります。この方針

のもと、バンダイは商品をいつまでも楽しんでいただけるようにさまざまな

施策を実施しています。 

　バンダイでは、各商品領域において所定の品質・安全基準を上回る厳

しい自社基準を設け、より高い安全性を追求し続けています。とりわけ、国

内にとどまらず欧米・アジアへワールドワイドに事業を展開している玩具に

おいては、国内の基準に加えて欧州や米国の安全基準も参考にして自社

基準を随時改定しています。 

 

さまざまな試験・検査を実施 
　バンダイでは商品を長く安心して楽しくお使いいただけるように、安全、強度や

耐久性などの性能面、取扱説明書やパッケージにおける表示面において合計

300以上の検査項目を設けています。これらの実施にあたっては、商品の特性な

どに応じて必要な検査項目を選択しており、例えば男児向けキャラクター玩具の

合体ロボットでは200項目以上の検査を行うなど厳しい試験・検査を行っています。 

 

安全面での試験・検査項目の一例 

1）おもちゃでケガをすることがないように、尖った部分は先端を丸めています。 

2）小さな子ども（3歳未満）が部品を飲み込むなどの危険性を低減するため、

3才未満対象の商品には、小さな部品がないことを専用の検査器具を使っ

て検査しています。 

3）ひもが首に巻きついて窒息する危険を低減するために、ひもの長さと強

度に基準を設けています。 

4）商品が発する音が大きすぎないかを検査し、規定の音量以下となるよう

に設定しています。 

5）顔を鼻まで覆う商品や容器包装に使用する袋（ビニル袋など）は、換気

ができるように空気穴を開けています。 

6）おもちゃを間違って落とした場合にも危険な箇所（尖った部分など）がな

いことを確認するために落下試験を実施し、検査しています。 

7）おもちゃに使用してはいけない燃えやすい材料（セルロイドなど）はないか、

炎を近づけても表面せん光が起きないかなど可燃性の検査を公的検査

機関にて行い、おもちゃに使用している材料の不燃性を確認しています。 

8）食品衛生法の試験項目などを採り入れて、おもちゃの材料に有害な物

質が使われていないか、なめてしまっても安全かどうかを公的検査機関

にて検査し、おもちゃに使用している材料の安全性を確認しています。 

 

 

性能面での検査の一例 

1）おもちゃを引っ張ったり、ねじったりしても壊れないことを検査する強度試

験を実施しています。 

2）遊んでいるうちにすぐに壊れないことを検査する可動部連続耐久試験を

実施しています。 

3）電気や電池を使用している電気玩具を連続で使用しても壊れないことを

検査する連続耐久試験を実施しています。 

4）材料の劣化によって壊れないことを検査する耐熱／耐寒試験を実施し

ています。 

5）おもちゃが静電気ですぐに誤動作したり、壊れたりしないことを検査する

静電気試験を実施しています。 

6）おもちゃのゴム部分の材料が劣化によって壊れないことを検査するオゾ

ン劣化試験を公的検査試験機関にて実施しています。 

7）おもちゃで遊んでいるうちにすぐに塗装がはがれないことを検査する塗膜

密着強度試験を実施しています。 

 

 

わかりやすい表示の実施 
　さまざまな試験を経て出荷される商品の安全性をお知らせするために、商品及

び取扱説明書やパッケージにＳＴ基準に準拠した注意表示と小さな子どもでも分

かりやすいピクトグラムを表示しています。 

 

 

お客様の声を反映 
　バンダイでは、社会の変化や国内外の動向に応じた基準の改定や施策の実

施を推進するだけでなく、お客様からのご意見も安全・品質保証の参考にしてい

ます。その窓口となるのが「お客様相談センター」であり、ここに寄せられたお客

様の意見はデータベース化されて社員の端末で閲覧することができます。こうし

てお客様の声を品質保証部門及び各事業部門へと速やかに伝達することにより、

商品の品質改善に活かすだけでなく、新しい商品の企画や仕様の変更にも反映

させています。 

 

　1955年に業界初となる「保証玩具」第1号を発売して以来、バンダイは常に品

質保証制度の実施～見直しを進めてきました。バンダイはこれからも常に時代の

一歩先を見つめて、より優れた品質を実現すべく取り組んでいきます。 

 

 

 

 

　地球環境問題が深刻化するなか、バンダイではさらなる環境負荷の軽

減に向けて、地球にやさしい素材の研究や使用、ゴミ低減などに取り組ん

でいます。すでに製品本体に使われているプラスチックや容器包装材など

の素材名表示、環境ホルモン対策などを実施していますが、今後も時代

に先駆けて新たな環境対策を推し進めていきます。 

　この一環として新中期経営計画の実施に伴い、2003年1月からバンダ

イグループを横断する「環境プロジェクト」を立ち上げ、各種施策を実施し

ています。 

 

商品の過大包装対策 
　過大包装（オーバーパッケージ）によるダンボールなど梱包資材の大量消費を

軽減すべく、省資源化対策に取り組んでいます。 

 

環境ホルモン対策 
　お客様に「安心」して商品を楽しんでいただけるよう法基準を上回る自社基準

を設定しており、フタル酸エステル類はもちろん、その他の環境ホルモン素材につ

いても全廃する目標を掲げ、代替素材導入の検討などを進めています。 

 

C.O.C（コード オブ コンダクト） 
　バンダイは、人そのものの環境改善に向けて、多くの国々において導入されて

いる公正かつ人権を尊重した労働条件を基に労働規準を策定し、それをコード オ

ブ コンダクトによって規定することで労働環境の改善を行っていきます。 

 

環境負荷の低減 
　バンダイグループでは紙資料の削減、ゴミの分別収集、グループが保有するディー

ゼル車の排出ガス規制など、環境負荷の低減に取り組んでいます。 

 

 

 

 

　バンダイの社会貢献における基本方針は「商品やサービスを通じて夢

や感動を与え、それによって社会に貢献すること」にあります。この方針の

もとに、グループの存在価値をいっそう高めるべく、より“バンダイらしい”

社会貢献の実現に積極的に取り組んでいます。 

 
バンダイらしい社会貢献の追求 

　バンダイでは、2003年4月に新設した組織「コーポレートコミュニケーション室」

を中心に、社会とバンダイとの関係性やコミュニケーションのあり方を探るとともに、

「バンダイらしい社会貢献」とは何か、そしてそれを「どのように実現すべきか」など

について、具体的な検討を行っています。 

 

「おもちゃ図書館」の活動支援 
　財団法人日本おもちゃ図書館財団への寄付などを通じて「おもちゃ図書館」

の活動を応援しています。おもちゃ図書館とは、心身に障害を持つ子どもたちなど

におもちゃで楽しく遊んでもらい、楽しい時間

を過ごせるように設立された施設です。財団

では、全国のおもちゃ図書館がおもちゃを購

入するための資金調達、ボランティア研修

会の開催、調査研究活動などを行っており、

バンダイはこれらの支援活動を行っています。 

 

文化の振興に貢献 
　バンダイは、1999年に閉館した「ロンドンおもちゃ・

模型博物館」所蔵の7,000点に及ぶ17-19世紀

のアンティーク・トイコレクションを取得しました。バ

ンダイではこの貴重なコレクションの補修修理を行

い、ミュージアムイベントなどにおいて展示する予

定です。アンティーク・トイを通じておもちゃの歴史

や文化の普及活動を進めるなど有効活用していき

ます。 

　2003年7月には半世紀余にわたるバンダイグルー

プやエンターテイメントの歴史を後世に伝えるべく、

「バンダイミュージアム」を開設しました。ここでは

500点以上にも及ぶ各種玩具などを常設展示しており、子どもから大人まで、ファ

ミリーで楽しめる“キャラクターエンターテイメントを発信する郊外型文化施設”と

して運営していきます。 

　また、2001年より絵本の発行を行うとともに国

内最大の絵本イベント、「絵本カーニバル」への

協賛も実施するなど、親子のコミュニケーションを

深める絵本文化の浸透を支援しています。バン

ダイではキャラクターやエンターテイメントを通じて

文化の振興を行う普及活動を今後も支援してい

きます。 
「バンダイミュージアム」7階の 
実物大ガンダム胸像（全高5.6m） 
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■ 連結子会社 
● 非連結子会社 
▲ 持分法適用会社 

事業会社 

■バンダイビジュアル株式会社 

■■■株式会社バンプレスト 
 

■株式会社メガハウス 

■株式会社パルボックス（※1） 

■株式会社ポピー（※2） 

■株式会社サンライズ 

■バンダイネットワークス株式会社 

■株式会社セイカ 

●株式会社葦プロダクション 

●株式会社バンダイゲームベンチャー 

●株式会社バンダイチャンネル 

 

機能会社 

■株式会社バンダイロジパル 

■株式会社バナレックス 

■株式会社バンウェーブ 

■株式会社ベック 

■株式会社バンプレソフト 

■株式会社シーズ 

■株式会社プレックス 

■株式会社アートプレスト 

■バンダイ自動車株式会社 

■株式会社サンリンク 

▲株式会社ハピネット 

 

映像ソフトなどの企画・制作・販売 

ゲームソフトの企画・開発・販売 
アミューズメント機器・景品の企画・開発・製造・販売 

エレクトロニクス玩具などの企画・開発・製造・販売 

玩具の企画・開発・製造・販売 

玩具関連商品の製造・販売 

オリジナルアニメーションの企画・制作 

高機能携帯電話機などへのネットワークコンテンツサービス 

文具･雑貨などの企画・開発・販売 

オリジナルアニメーションの企画・制作 

オンラインゲームのサービス・運営など 

映像コンテンツのブロードバンド向け配信 

 

 

物流管理業、倉庫業、輸送業 

リース・レンタル業、ビルメンテナンス管理業 

アミューズメント機器などの販売 

ゲームソフトの企画・開発 

ゲームソフトの企画・開発 

玩具などの製造 

キャラクター商品の企画・デザイン制作 

バンダイグループにおける各種印刷物の企画・デザイン制作 

自動車リース及び自動車保険代理業 

自販機用商品、アミューズメント機器などのオペレーティング及び販売 

玩具及びビデオゲーム機などの卸売 

主 要なグループ会 社  

国内 

（2003年6月25日 現在） 

※1  新規連結の（株）ツクダオリジナルは、2003年3 月1 日付けで（株）パルボックスに社名変更しました。 
※2 （株）ユタカは、2003年3 月1 日付けで（株）ポピーに社名変更しました。 

 
■BANDAI AMERICA INC. 
【アメリカ】 
 

■BANDAI ENTERTAINMENT INC. 
【アメリカ】 
 

■BANDAI S.A. 
【フランス】 
 
 

■BANDAI U.K.LTD. 
【イギリス】 
 
 

■BANDAI ESPANA S.A. 
【スペイン】 
 

■萬代（香港）有限公司 
 
 

■BANPRESTO(H.K.)LTD. 
【中国・香港】 
 
 

■BHK TRADING LTD. 
【中国・香港】 
 

■BANDAI INDUSTRIAL CO.,LTD. 
【タイ】 
 
 

■BANDAI PTE.LTD.（※3） 

●BANDAI LOGIPAL(H.K.)LTD. 
【中国・香港】 
 

●BEEZ ENTERTAINMENT S.A.S. 
【フランス】 
 
 

●萬代貿易（上海）有限公司 
 
 
 

●河北萬栄有限公司 
 
 

●BANDAI KOREA CO.,LTD. 
【韓国】 
 

●BANDAI (TAIWAN) CO.,LTD. 
【台湾】 
 

 

玩具関連商品の販売 
5551 KATELLA AVENUE, CYPRESS, CA 90630 U.S.A. 
TEL. 1-714-816-9500　FAX. 1-714-816-6711 

映像ソフトの企画・制作・販売、版権管理 
5551 KATELLA AVENUE, CYPRESS, CA 90630 U.S.A. 
TEL. 1-714-816-9760　FAX. 1-714-816-6708 

玩具関連商品の販売 
4RUE DE L

,
INDUSTRIE, SAINT-OUEN-L

,
AUMONE 95315,  

CERGY-PONTOISE CEDEX. FRANCE 
TEL. 33-1-34303030　FAX. 33-1-34303002 

玩具関連商品の販売 
JELLICOE HOUSE, BOTLEIGH GRANGE, HEDGE END, 
SOUTHAMPTON, SO30 2AF, UNITED KINGDOM 
TEL. 44-1489-790944　FAX. 44-1489-790643 

玩具関連商品の販売 
CAMPO DE LAS NACIONES, AVDA. DEL PARTENON 10, 28042 MADRID, SPAIN 
TEL. 34-91-721-1616　FAX. 34-91-721-0050 

玩具関連商品の輸出入・製造・販売 
ROOM 2902, 29/F, UNITED CENTRE, 95 QUEENSWAY, HONG KONG 
TEL. 852-2866-0229　FAX. 852-2527-1971 

アミューズメント機器・景品製造・生産管理 
UNIT 2301, 23/F, METRO PLAZA TOWER 2, 223 HING FONG ROAD, KWAI FONG, 
NEW TERRITORIES, HONG KONG 
TEL. 852-2418-6100　FAX. 852-2424-3613 

商品の仕入れ及び受発注、輸出入に係る為替管理 
UNIT A-1, 32/F, UNITED CENTRE, 95 QUEENSWAY, HONG KONG 
TEL. 852-2528-0499　FAX. 852-2527-9000 

玩具関連商品の製造 
178-179 BANGNA-TRAD ROAD, KM44, BANG-NGUAH BANGPAKONG, 
CHACHEONGSAO PROVINCE 24180 THAILAND 
TEL. 66-27-504060　FAX. 66-38-532325 

玩具関連商品の販売 

物流管理・輸送 
UNIT C, 35/F, UNITED CENTRE, 95 QUEENSWAY, HONG KONG 
TEL. 852-2865-2616　FAX. 852-2865-2380 

映像ソフトの企画・制作・販売 
123 125 RUE JEAN JACQUES ROUSSEAU 92130 ISSY LES MOULINEAUX  
FRANCE 
TEL.33-1-41411648　FAX.33-1-46452310 

玩具関連商品の販売及び輸出代行 
BLOCK A, 22F JINLINHAIXIN BUILDING 666 FUZHOU ROAD, HUANG PU 
DISTRICT, SHANGHAI CHINA 200001 
TEL. 86-21-6391-7576　FAX. 86-21-6391-7577 

玩具関連商品の製造・販売 
120 SHIZHENG ROAD, SHIJIAZHUANG-CITY, HEBEI CHINA 050041 
TEL. 86-311-682-7575　FAX. 86-311-683-9962 

玩具などの製造・輸入・販売及びライセンス業務 
11/F, GUKJE B/D, HANKANGRO-2GA 191 YONGSAN-KU, SEOUL, KOREA, 140-702 
TEL. 82-2-795-6111　FAX. 82-2-795-6088 

玩具関連商品の販売 
9F/9F-1, NO.46, CHUNG SHAN NORTH ROAD, SEC.2, TAIPEI, TAIWAN, R.O.C. 
TEL. 886-2-2521-4368　FAX. 886-2-2521-3830

■ 連結子会社 
● 非連結子会社 

海外 

ネットワーク 
事業 

ゲームソフト 
事業 

トイホビー 
事業 

ライフスタイル 
事業 

ビジュアル 
事業 

アミューズメント 
事業 

※3　BANDAI PTE.LTD.は、2003年3月31日現在休眠中です。 

［BANDAI TRADING(SHANGHAI)CO.,LTD.］ 
【中国】 

［BANDAI(H.K.)CO.,LTD.］ 
【中国・香港】 

［HEBEI WANRONG CO.,LTD.］ 
【中国】 
 

～ 
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2003

B A N D A I

A N N U A L

R E P O R T

Year ended March 31 2003

バンダイ アニュアルレポート 2003

取 締 役 及び監 査 役  

代表取締役副社長  角田 良平 専務取締役  早川 正篤 
グループ情報政策担当 兼 
アライアンス担当 

代表取締役社長  高須 武男 常務取締役  上野 和典 
トイホビーカンパニープレジデント 兼 
ガンダムマネージャー 

取締役  東  聡 
グループメディア政策担当 

取締役  鵜之澤 伸 
ゲームソフトカンパニープレジデント 兼 
グループIT事業政策担当 

取締役  仙田 潤路 
グループ開発政策担当 

取締役  辻 雅明 
グループ海外政策担当 

取締役  本郷 武一 
グループ生産政策担当 

取締役  田口 三昭 
ライフカンパニープレジデント 

取締役  本田 耕一 
グループ管理政策担当 

取締役  山科 誠 取締役  松永 真理 

常勤監査役 　木 眞也 常勤監査役  山田 晋 監査役  柳瀬 康治 監査役  本庄 資 

コーポレート・ガバナンスについて 
 
●コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
バンダイは、世界の人々に感動を提供する企業として、公正で透明性の高い経営を実現するため、コー
ポレート・ガバナンスの強化を経営上の重要な課題のひとつと考えています。 
 

●コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 
バンダイでは、業務執行役員制度を導入し、より一層の役割と責任の明確化、意思決定の迅速化を進
めています。また、2002年開催の株主総会において取締役の任期を2年内から1年内へ短縮するととも

に、社外取締役１名を選任していただき、取締役会の活性化や経営の監督機能の強化に努めています。 
さらに、経営体質のさらなる強化・健全化をはかるため、当社取締役及びグループ会社代表取締役の
人事、報酬を客観的・中立的に検討する「人事委員会」を設置しています。 
また、当社は監査役制度を採用しており、監査役４名は全員が社外監査役であり、透明性の向上・客観
性の確保を図っています。 
この他、企業倫理・法令などを遵守徹底するため、コンプライアンスに関わる重要事項の監視・監督を
行う「コンプライアンス委員会」を設置しています。 

財務セクション 
11年サマリー（連結） 

フィナンシャルレビュー 

連結貸借対照表 

連結損益計算書 

連結資本勘定計算書 

連結キャッシュ・フロー計算書 

連結財務諸表に対する注記 

監査報告書 

29

31

35

37

38

39

40

59

C O N T E N T S

（2003年6月25日 現在） 
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11 年サマリー（連結） 

売上高 ※1
　トイ・アミューズメント事業 
　メディア事業 
　その他事業 
売上総利益 
販売費及び一般管理費 
営業利益（損失） 
当期純利益（損失） 
経常利益（損失）※2 
  
設備投資額 
減価償却費 
研究開発費 ※3 
営業活動によるキャッシュ・フロー 
  
総資産
流動資産 
流動負債 
株主資本 
従業員数（人） 
  
1株当たり情報
当期純利益（損失） 
配当金 
配当性向（%） 
純資産額 
  
財務指標 
（収益性･成長性） 
株主資本当期純損益率（ROE） 
総資産経常損益率（ROA） 
売上高販管費比率 
売上高営業損益率 
売上高当期純損益率 
営業利益成長率 
当期純利益成長率 
  
（安全性･効率性･生産性）
株主資本比率（%） 
インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）※4 
デット・エクイティ・レシオ（%） 
総資産回転率（回） 
売上債権回転率（回） 
棚卸資産回転率（回） 

1993

（百万円） 
 

￥242,549 
 - 
 - 
 - 

 70,034 
 52,436 
 17,598 
 2,971 
 10,015 

  
 7,705 
 5,419 
 - 

 （41,911） 
  

 242,652 
 181,702 
 136,378 
 84,885 
 2,016 

  
 （円） 
 65.78 
 20.00 
 30.4 

 2,254.90 
  
  

 （%） 
 3.5 
 4.6 
 21.6 
 7.3 
 1.2 
 （6.2） 
 （52.9） 

  
  

 35.0 
 2.5 

 113.6 
 1.12 
 4.0 

 14.98

1994

 
 

￥180,336 
 - 
 - 
 - 

 51,370 
 41,380 
 9,990 
 （1,861） 
 5,418 

  
 10,638 
 3,717 
 - 

 59,151 
  

 190,223 
 118,271 
 73,134 
 82,858 
 2,143 

  
  

 （41.17） 
 20.00 
 （48.6） 

 2,198.49 
  
  
  

 （2.2） 
 2.5 
 22.9 
 5.5 
 （1.0） 
 （43.2） 
 （162.6） 

  
  

 43.6 
 2.9 
 66.5 
 0.83 
 3.2 

 20.91

1995

 
 

￥234,994 
 - 
 - 
 - 

 80,958 
 54,912 
 26,046 
 11,187 
 22,709 

  
 10,621 
 6,041 
- 

 13,941 
  

 197,996 
 121,941 
 70,221 
 94,694 
 4,030 

  
  

 246.39 
 24.00 
 9.7 

 2,067.69 
  
  
  

 12.6 
 11.7 
 23.4 
 11.1 
 4.8 

 160.7 
- 
  
  

 47.8 
 14.1 
 54.8 
 1.21 
 4.6 

 35.60

1996

 
 

￥218,265 
 - 
 - 
 - 

 78,235 
 57,575 
 20,660 
 10,364 
 19,705 

  
 15,911 
 5,417 
 - 

 30,606 
  

 208,732 
 122,166 
 61,835 
 105,541 
 4,344 

  
  

 225.84 
 29.00 
 12.8 

 2,274.60 
  
  
  

 10.4 
 9.7 
 26.4 
 9.5 
 4.7 

 （20.7） 
 （7.4） 
  
  

 50.6 
 21.2 
 49.2 
 1.07 
 4.4 

 28.92

1997

 
 

￥200,301 
 - 
 - 
 - 

 62,155 
 63,414 
 （1,259） 
 （7,976） 
 （1,806） 

  
 11,052 
 6,079 
 7,764 

 （16,935） 
  

 247,518 
 145,015 
 106,878 
 95,359 
 5,083 

  
  

 （171.66） 
 30.00 
 （17.5） 

 2,051.62 
  
  
  

 （7.9） 
 （0.8） 
 31.7 
 （0.6） 
 （4.0） 

 （106.1） 
 （177.0） 

  
  

 38.5 
 （0.1） 
 67.3 
 0.88 
 4.3 

 16.14

1998

 
 

￥288,223 
- 
 - 
- 

 87,323 
 71,986 
 15,337 
 1,001 
 13,321 

  
 15,133 
 8,369 
 9,681 
 11,462 

  
 232,532 
 134,438 
 99,578 
 94,539 
 4,878 

  
  

 21.54 
 30.00 
 139.3 

 2,033.97 
  
  
  

 1.1 
 5.5 
 25.0 
 5.3 
 0.3 
- 
- 
  
  

 40.7 
 11.18 
 67.4 
 1.20 
 5.26 
 20.81

1999

 
 

￥232,290 
 192,217 
 37,109 
 2,964 
 67,721 
 72,757 
 （5,036） 
 （16,388） 
 （4,700） 

  
 7,598 
 9,186 
 8,144 
 8,682 

  
 221,015 
 130,259 
 83,228 
 75,754 
 4,327 

  
  

 （355.57） 
 30.00 
 （8.4） 

 1,649.80 
  
  
  

 （19.2） 
 （2.1） 
 31.3 
 （2.2） 
 （7.1） 

 （132.8） 
 （1737.2） 

  
  

 34.3 
 （1.87） 
 110.0 
 1.02 
 4.30 
 26.43

2000

 
 

￥208,616 
 173,626 
 27,963 
 7,027 
 76,193 
 68,871 
 7,322 
 1,281 
 7,851 

  
 5,879 
 7,296 
 15,262 
 16,970 

  
 220,142 
 130,395 
 88,264 
 92,218 
 3,162 

  
  

 27.23 
 30.00 
 110.2 

 1,906.12 
  
  
  

 1.5 
 3.6 
 33.0 
 3.5 
 0.6 
- 
- 
  
  

 41.9 
 3.53 
 72.8 
 0.95 
 4.81 
 31.54

2001

 
 

￥217,010 
 184,375 
 25,780 
 6,855 
 79,918 
 64,102 
 15,816 
 12,897 
 16,346 

  
 7,107 
 6,362 
 13,807 
 14,838 

  
 205,558 
 121,017 
 67,409 
 107,217 
 2,631 

  
  

 265.47 
 30.00 
 11.3 

 2,193.66 
  
  
  

 12.9 
 7.7 
 29.5 
 7.3 
 5.9 

 116.0 
 906.8 

  
  

 52.2 
 14.47 
 33.8 
 1.02 
 5.10 
 33.37

2002

 
 

￥227,930 
 193,264 
 28,162 
 6,504 
 90,866 
 70,102 
 20,764 
 10,644 
 21,993 

  
 7,212 
 6,505 
 14,310 
 26,568 

  
 197,424 
 126,966 
 62,208 
 107,305 
 2,720 

  
  

 217.62 
 30.00 
 13.8 

 2,194.16 
  
  
  

 9.9 
 10.9 
 30.8 
 9.1 
 4.7 
 31.3 
 （17.5） 

  
  

 54.4 
 34.28 
 18.1 
 1.13 
 4.81 
 33.88

2003

 
 

￥244,950 
 210,056 
 29,078 
 5,816 

 106,801 
 80,932 
 25,869 
 12,667 
 26,435 

   
7,505 
 6,885 
 14,881 
 28,009 

  
 225,683 
 158,782 
 67,215 
 116,116 
 2,599 

  
 

 254.09 
 40.00 
 15.7 

 2,370.91 
  
   
 

 11.3 
 12.5 
 33.0 
 10.6 
 5.2 
 24.6 
 19.0 
  
  

 51.5 
 69.68 
 31.6 
 1.16 
 5.26 
 32.46

※1 事業セグメント別売上高については、1999年より現行のセグメントで開示を行っています。 
       各事業別売上高はセグメント間の売上を消去したものです。 
※2 経常利益は日本の会計基準上の項目です。 
※3 研究開発費は1997年より開示を行っています。 
※4 インタレスト・カバレッジ・レシオ＝（営業利益＋受取利息及び受取配当金）／支払利息 

3月31日現在 

2003

（千米ドル） 
 

$2,037,853 
  1,747,554 
 241,913 
 48,386 
 888,527 
 673,311 
 215,216 
 105,383 
 219,925 

  
62,438 
 57,280 
 123,802 
 233,020 

  
 1,877,562 
 1,320,982 
 559,193 
 966,023 

  
  

（米ドル） 
 2.11 
 0.33 
- 

 19.72
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　当連結会計年度におけるわが国の経済はさらなるデフレの進行による不良

債権の増加や株式市場の低迷、高水準の失業率が続くなど景気の先行きに

一層の不透明感が強まり、非常に厳しい状況で推移しました。 

　このような状況のなか、バンダイグループでは3ヵ年の中期経営計画の最終

年度にあたる当期（2003年3月期）においても、「選択と集中」をキーワードと

したグループ再編成などを積極的に実施するとともに、利益を重視した効率経

営を推進してきました。また、事業面では海外市場への展開やネットワーク事

業の拡大など、「No.1 エンターテイメント プロバイダー」となるべく、各施策を

積極的に実施してきました。 

 

　この結果、当期におけるバンダイグループの連結業績については、売上高

は2,449億50百万円（前期比7.5％増）、うち国内事業の売上高は1,989億85

百万円（前期比6.3％増）、海外事業の売上高は459億65百万円（前期比13.1

％増）となりました。 

 

　当期の売上原価は、前期比10億85百万円増の1,381億49百万円となりま

したが、ビデオゲームソフトや映像ソフト、ネットワークコンテンツをはじめとする

コンテンツビジネス分野の売上が増加したこと、また前・中期経営計画から売

上原価低減に中長期的に取り組んできたことなどにより、対売上高比率は前

期の60.1％から56.4％と3.7ポイント低下し、その結果、売上総利益は、前期比

159億35百万円増の1,068億1百万円となりました。 

 

　販売費及び一般管理費は、キャラクターの版権取得に関わる番組提供費

や研究開発費などの増加によって前期比108億30百万円増の809億32百万

円となり、対売上高比率では前期の30.8％から33.0％と2.2ポイント高くなりま

した。しかし、売上の増加と売上原価率の低減によって、営業利益は258億69

百万円（前期比24.6％増）と４期連続の増益を達成しただけでなく、過去最高

益となり、営業利益率についても10.6％（前期比1.5ポイント増）と収益性を高

めることができました。 

 

　営業外損益は社債発行費1億41百万円、為替差損3億48百万円の発生な

どによって、前期の12億28百万円の収益から、当期は5億66百万円の収益と

なりました。この結果、当期の経常利益は、前期より44億42百万円増加し、

264億35百万円となり、営業利益と同様に過去最高益となりました。 

 

　また、当期純利益については、前期より20億23百万円増加し、126億67百

万円となり、この結果、当期の売上高当期純利益率は、前期の4.7％から5.2％

となりました。 

 

　なお、（株）バンダイは、期中において１株当たり15円の中間配当を実施しま

した。期末配当金については、3ヵ年の中期経営計画の達成にともない普通

配当15円に特別配当10円を加えた25円とし、年間配当は1株当たり40円とし

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トイ・アミューズメント事業 

　トイ・アミューズメント事業は、玩具、模型、玩具菓子、自動販売機用商品、子

供衣料、生活用品、文具、携帯ゲーム機、ゲームソフト、アミューズメント機器・

景品、ネットワークコンテンツなどから構成されており、グループ全体の売上高

の85.8％を占めています。 

 

国内展開 

　国内においては、「忍風戦隊ハリケンジャー」、「仮面ライダー龍騎」をはじ

めとする男児キャラクター玩具や「機動戦士ガンダム」、「.hack」シリーズ、世

界同時発売の｢ドラゴンボールＺ｣、（株）バンプレストの「第2次スーパーロボッ

ト大戦α」などのビデオゲームソフトが売上・利益に大きく貢献しました。 

また、バンダイネットワークス（株）の携帯電話向けコンテンツサービスやネット

通販を中心とするネットワーク事業も堅調に推移しました。 

 

海外展開 

　アメリカ合衆国・カナダの北米地域では、米国上陸10年目を迎える「POWER 

RANGERS」シリーズが、積極的なプロモーションイベントなどの展開により、

好調に推移しました。また、3年目となる「GUNDAM」シリーズは、2002年8月

よりスタートした「機動武闘伝Gガンダム（Mobile Fighter G GUNDAM）」の

ＴＶ放映で高い視聴率を獲得し、ビデオゲームソフトが好調に推移しました。さ

らに、当期より本格投入した女児向けキャラクター「Strawberry Shortcake」

や「Hello Kitty」が好調に推移しましたが、昨年大ヒットした「DIGIMON」シリー

ズが苦戦し、地域全体としては堅調に推移しました。 

 

　フランス・イギリス・スペインなどの欧州地域においても、「POWER RANGERS」

シリーズがフィギュア（人形）を中心に好調に推移しました。また、「DIGIMON」・

｢ドラゴンボールＺ｣などのビデオゲームソフトや米国発の女児キャラクターで

ある「Ｂratz」がファッションドール（人形）を中心に高い人気となりました。 

　アジアにおいての事業活動は、主に香港・タイなどのアジア地域における玩

具関連の生産会社で構成され、海外販売子会社及び当社向けの製品の供給・

資材調達・生産管理などを行っています。 

　売上高については、当社向け製品などの受注が好調に推移し増収となりま

したが、営業利益については、玩具を中心に製造しているタイの生産工場にお

いて、採算性・生産効率の向上を目的にリストラクチャリングを実施した結果、

減益となりました。 

 

　総じて当セグメントにおける売上高・利益はともに好調に推移し、特に営業

利益については売上高総利益率の向上などにより、大幅な増益となりました。 

 

 

メディア事業 

　メディア事業は、映像ソフト、アニメーション制作などから構成されており、グ

ループの売上高の11.9％を占めています。 

 

国内展開 

　バンダイビジュアル（株）が発売するDVDソフトは、映像ファン向け作品「攻

殻機動隊STAND ALONE COMPLEX」、「おねがいティーチャー」、「パトレ

イバー」シリーズや、一般向け作品「無問題2」、子供向け作品「クレヨンしんちゃ

ん」シリーズが人気を獲得しました。さらに、「.hack」、「カウボーイビバップ」

シリーズにおいては、日本のみならず、米国においても人気となりました。また、（株）

サンライズが制作するＴＶアニメーション作品「機動戦士ガンダムSEED」や「犬

夜叉」は、幅広い年齢層の人気を獲得するとともに、バンダイグループ各社が

様々な事業領域で商品化を行い、映像と商品によるグループシナジーを発揮

しました。 

 

海外展開 

　アメリカ合衆国・カナダの北米地域では、（株）サンライズ制作の「機動武

闘伝Gガンダム（Mobile Fighter G GUNDAM）」やバンダイビジュアル（株）

制作の「.hack」のTVアニメーションが放映され、玩具やビデオゲームソフトと

のグループシナジーを発揮しました。 

また、「機動戦士ガンダム」シリ－ズ、「カウボーイビバップ」などのDVDソフト

販売も堅調に推移しました。 

 

　メディア事業は「機動戦士ガンダムＳＥＥＤ」などハイクオリティな作品製作

への投資などにより、当期はわずかに減益となったものの、依然増収基調を維

持することができました。 

 

 

その他事業 

　その他事業については、バンダイグループを物流、リース、印刷などでサポー

トする企業から構成されており、グループ売上高の2.3％を占めています。 

 

　当期においては、物流取扱高の増加、および事業の効率化などに努めた結

果、増収増益となりました。 

 

 

　以下の表は当期を最終年度とする前・中期経営計画における6つの事業セ

グメントの収益の推移です。連結決算に基づく3つのセグメントをさらにブレイ

クダウンし、2000年4月よりスタートした前・中期経営計画の進捗状況をよりご

理解いただけるように開示します。 

　なお、この6セグメント情報につきましては、監査法人の監査の対象にはなっ

ておりませんので、ご承知おきください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　ご紹介してきましたように、2003年４月からスタートした3ヵ年の新・中期経営

計画においては、事業セグメント分類を変更しました。バンダイグループの現

況をよりご理解いただくために、新しいセグメントに置き換えた当期の実績と新・

中期経営計画期間（2004年3月期～2006年3月期）の計画（いずれも未監査） 

当期（2002.4.1－2003.3.31）の業績全体の概況 

フ  ィナンシャルレビュー 

当期のセグメント別の概況 

210,552 

29,870 

12,873

 

メディア事業 

その他事業 

193,774 

28,574 

12,821

8.7 

4.5 

0.4

21,798 

4,704 

628

16,947 

4,755 

158

28.6 

△1.1 

297.5

トイ・アミューズメント 
事業 

2003 2002
増減率 
（%） 2003 2002

増減率 
（%） 

売上高 

事業セグメント別実績 
営業利益 

（単位：百万円） 

各事業領域の売上高実績（未監査） （単位：10億円） 

203,557 

28,549 

15,304 

24,144

日本 

アメリカ 

ヨーロッパ 

アジア 

190,832 

28,342 

12,084 

20,008

6.7 

0.7 

26.6 

20.7

20,374 

3,779 

2,554 

573

16,672 

2,193 

1,950 

708

22.2 

72.3 

31.0 

△19.1

2003 2002 増減率 
（%） 2003 2002 増減率 

（%） 

売上高 

所在地別実績 
営業利益 

（単位：百万円） 

ネットワーク 携帯ゲーム アミューズメント&ゲームソフト　　 
トイ&ライフ メディア 海外 

各事業領域の経常利益実績（未監査） （単位：10億円） 

ネットワーク 携帯ゲーム アミューズメント&ゲームソフト　　 
トイ&ライフ メディア 海外 

2001 
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2003
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112.5
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を開示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
財政状態 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当期末の資産、負債、資本の状況 

　資産については、当社において無担保社債を250億円発行したことなどに

より、現金及び預金が大幅に増加し、総資産が前期に比べ282億59百万円の

増加となりました。 

 

　負債については、社債の償還50億円、並びに借入金の減少28億72百万円

がありましたが、新たに2003年4月からの新・中期経営計画で掲げている「事

業のエクスパンション（拡大）」のための事業拡張資金などに充当することを

目的とした社債を250億円発行したことなどにより198億34百万円増加しました。

社債はいずれも無担保社債であり、この償還期間は2006年3月（100億円）、

2007年3月（50億円）、2008年3月（100億円）です。これによって、有利子負

債が前期の194億22百万円から367億50百万円と増加しました。 

　 

　資本については、当期純利益により126億67百万円増加しましたが、為替

換算調整勘定の減少12億31百万円、株価低落によるその他有価証券評価

差額金の減少7億15百万円などにより、88億11百万円の増加にとどまりました。 

この結果、株主資本比率は前期54.4％、当期51.5％と減少していますが、引き

続き高水準を維持しています。また、手元現預金が増加し、負債総額における

流動負債比率が減少したことで、「流動比率」は前期の204.1％から236.2％へ、

「当座比率」は前期の146.3％から196.7％へとそれぞれ上昇しています。また、

インタレスト・カバレッジ・レシオは、前期の34.28倍から69.68倍へと大幅に上

昇しています。 

 

 

 

 

 

　また、当社が中期的な経営指標として掲げているＲＯＡ（総資産経常利益率）

については、前期の10.9％から12.5％へと向上し、中期経営計画の最終年度

となる当期において目標としていたＲＯＡ8.0％以上を達成することができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キャッシュ・フローの状況 

　当期における連結ベースでの「現金及び現金同等物（以下「資金」）につ

いては、営業活動及び財務活動による資金がそれぞれ280億9百万円、147億

80百万円増加する一方で、投資活動による資金が39億68百万円減少したこ

とで、差し引き388億21百万円増加し、それに「現金及び現金同等物に係る換

算差額」などを調整した結果、当期末残高は833億27百万円となりました。 

 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

　営業活動による資金の増加280億9百万円は、主として「税金等調整前当

期純利益」が前期と比較し34億15百万円増加したことによるもので、前期よ

り14億41百万円増加しました。 

 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

　投資活動による資金については、「有形固定資産の取得による支出」75億

5百万円（前期比15億28百万円増）などにより、39億68百万円の支出となり

ましたが、「貸付金による支出」が9億34百万円と前期に比べ95億95百万円

減少したことなどにより、支出額自体は28億47百万円減少しました。 

 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

　財務活動による資金については、前期同様50億円の社債償還を実施した

ものの、借入金の返済額が前期を下回ったことに加え、新たに社債を250億

円発行したことにより、前期に比べ335億41百万円増加し、147億80百万円

の収入となりました。 

 

　次期のキャッシュ・フローの見通しについては、営業活動によるキャッシュ・

フローは業績好調を反映して当期を上回る見込みですが、投資活動によるキャッ

シュ・フローは資産取得による支出、事業拡大のための投資支出の増加により、

当期に比べ支出が増加する見通しです。また財務活動によるキャッシュ・フロー

に関しましても、借入金の返済額はやや減少するものの、社債の償還額が50

億円増加して、100億円となる見込みであり、当期に実施したような大型資金

調達の予定がないことから、次期は支出額が増加する予定です。 

これらの結果、次期期末の現金及び現金同等物の残高は、当期末とほぼ同額

となる見通しです。 

 

 

2004年3月期の見通し 

　今後の経済情勢は、デフレ経済の進展や雇用・所得環境のさらなる悪化など、

依然として厳しい状況が続くことが予想されます。 

　このような状況の中でバンダイグループは、2003年4月より推進している3ヵ

年の新・中期経営計画に基づき、利益重視に軸足をおきつつ、｢事業のエクス

パンション（拡大）｣に取り組んでいきます。キャラクター展開を核とした｢事業

創出戦略｣と既存事業をさらに拡大していく｢事業拡張戦略｣を積極的に推し

進め、さらなる売上の拡大を目指します。 

　国内においては、「機動戦士ガンダムSEED」、「爆竜戦隊アバレンジャー」、

「仮面ライダー555」などの人気キャラクターを中心に、玩具、アミューズメント、

ビデオゲームソフト、自動販売機用商品、玩具菓子、アパレルなどの幅広い事

業領域で積極的な商品展開を実施していきます。さらに、女児向け玩具の新し

い展開による年齢層の拡大やネットワークを介した｢モノ｣と｢サービス｣の融合

による新規商材の提案など、事業領域の拡大をはかります。また、流通面にお

いては既存の流通にとらわれることなく改革を実施し、多様化する消費者ニー

ズを的確に捉え、様々な施策を積極的に実施します。 

　海外においては、「POWER RANGERS」、「GUNDAM」シリーズなどの男

児向けキャラクターを中心に、「Strawberry Shortcake」などの女児向けキャ

ラクターの展開も強化し、キャラクターの柱の増強を行うとともに、ビデオゲー

ムソフトをはじめ、自動販売機用商品、玩具菓子、アパレルなど玩具以外の事

業領域での積極的な商品投入を実施し、キャラクター、商材の両面から「事業

のエクスパンション（拡大）」をはかっていきます。 

　以上により、2004年3月期の連結業績は、売上高2,550億円（前期比4.1％増）、

経常利益280億円（前期比5.9％増）、当期純利益142億円（前期比12.1％増）

を予想しております。 

 

　なお、2004年3月期の配当金については、１株当たり中間配当15円を含め、

年間で30円を予定しています。 

 

資産合計 

負債合計 

資本合計 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物の期末残高 

 

225,683 

95,001 

116,116 

28,009 

△3,968 

14,780 

83,327

 

197,424 

75,167 

107,305 

26,568 

△6,815 

△18,761 

45,006

 

28,259 

19,834 

8,811 

1,441 

2,847 

33,541 

38,321

当期の概況 （単位：百万円） 

新６セグメントによる各事業領域の売上高実績と成長予測 （単位：10億円） 

トイホビー ライフスタイル ゲームソフト　　 
ビジュアル アミューズメント ネットワーク 

新６セグメントによる各事業領域の経常利益実績と成長予測 （単位：10億円） 

トイホビー ライフスタイル ゲームソフト　　 
ビジュアル アミューズメント ネットワーク 

流動比率＝流動資産／流動負債 

当座比率＝（現金及び預金＋有価証券＋売上債権）／流動負債 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 

　　　　＝（営業利益＋受取利息及び受取配当金）／支払利息 

 

ROA（総資産経常利益率）とは、総資本（総資産）がどれだけの

経常利益を生み出しているのかを知るための指標であり、これが

高いほど資本を効率よく運用していると言えます。 

［計算式：経常利益／資産合計（総資本）］ 

当社は、中期的な経営指標としてこのROAを掲げており、2000

年４月から2003年3月までの中期経営計画の利益重視・効率重

視の経営方針に基づき、“保有する全ての資産を常に効率的に

活用する”ことによって、中長期的な経営基盤の強化と安定化を

実現できるものと考えています。 

当社では、この中期経営計画の最終年度となる2003年3月期の

連結ROAを8.0％以上とすることを目標としておりましたが、上記

経営方針がグループ全体に浸透した結果、連結ROAは12.5％と

なり、目標を達成することができました。 

2003年4月にスタートした新・中期経営計画においても、引き続き

ROAを経営指標としてより一層の効率経営に努めてまいります。 

この資料に掲載されている次期および将来に関する記述は、当

社および当社グループが現時点で入手可能な情報から得られた

判断に基づいていますが、リスクや不確実性を含んでおります。よっ

て、実際の業績は様々な要因により、記述されている業績予想と

は大きく異なる結果となり得ることをご承知おきください。実際の

業績に影響を与え得る重要な要因には、当社および当社グルー

プの事業を取り巻く経済環境、市場動向、為替レートの変動など

が含まれます。 

目標とする経営指標、「ROA（総資産経常利益率）」 

 2003 2002 増減額 

2003

2004 
（計画） 

2005 
（計画） 

2006 
（計画） 
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連 結貸借対照表 
株式会社バンダイ及び連結子会社 
2003年及び2002年3月31日現在 

（資産の部） 
流動資産： 
　現金及び預金（注4及び8） 

　有価証券（注4及び5） 

　売上債権（注6） 

　貸倒引当金 

　たな卸資産（注7） 

　前渡金 

　短期貸付金 

　繰延税金資産（注11） 

　その他 

　　流動資産合計 

 
投資その他の資産： 
　投資有価証券（注5） 

　繰延税金資産（注11） 

　その他 

　貸倒引当金 

　　投資その他の資産合計 

 

有形固定資産（注8）： 
　土地 

　建物及び構築物 

　機械装置及び運搬具 

　工具器具及び備品 

　建設仮勘定 

　　合計 

　控除：減価償却累計額 

　　有形固定資産合計  

 

無形固定資産： 
　連結調整勘定 

　その他 

　　無形固定資産合計 

　　資産合計 

千米ドル（注3） 百万円 

2002 20032003

 
 

$   678,819 
41,156 
379,950 
（5,757） 
67,521 
64,817 
3,211 
42,305 
48,960 

1,320,982 
 
 

90,366 
106,223 
38,536 
（9,335） 
225,790 

 
 

138,095 
208,611 
29,509 
265,191 
14,659 
656,065 
（346,714） 
309,351 

 
 

300 
21,139 
21,439 

$1,877,562

 

 

￥  39,107 

4,382 

47,547 

（853） 

6,975 

6,168 

10,481 

6,049 

7,110 

126,966 

 

 

12,586 

12,276 

4,444 

（780） 

28,526 

 

 

17,350 

26,834 

4,838 

29,822 

702 

79,546 

（40,566） 

38,980 

 

 

181 

2,771 

2,952 

￥197,424

 
 

￥  81,594 
4,947 
45,670 
（692） 
8,116 
7,791 
386 
5,085 
5,885 

158,782 
 
 

10,862 
12,768 
4,632 
（1,122） 
27,140 

 
 

16,599 
25,075 
3,547 
31,876 
1,762 
78,859 
（41,675） 
37,184 

 
 

36 
2,541 
2,577 

￥225,683

連結財務諸表に関する注記もあわせてご参照ください。 

（負債、少数株主持分及び資本の部） 
流動負債： 
　短期借入債務（注8） 

　買入債務（注9） 

　未払費用 

　未払法人税等（注11） 

　その他 

　　流動負債合計 

  

固定負債： 
　長期借入債務（注8） 

　退職給付引当金（注10） 

　その他（注11） 

　　固定負債合計 

　　負債合計 

  

少数株主持分 
  

資本： 
　資本金 （注16） 

　　授権株式数：180,000,000株 

　　発行済株式数： 2003年－48,925,882、2002年－48,921,882 

　資本剰余金（注16） 

　利益剰余金（注14） 

　土地再評価差額金（注11及び15） 

　その他有価証券評価差額金（注5及び11） 

　為替換算調整勘定 

　　合計 

　自己株式、取得原価（注13）2003年－55,535株、2002年－17,028株 

　　資本合計 

  

偶発債務（注19） 
  

　　負債、少数株主持分及び資本合計 

千米ドル（注3） 百万円 

2002 20032003

 
 

$     95,516 
225,100 
177,446 
41,647 
19,484 
559,193 

 
 

210,225 
16,181 
4,759 

231,165 
790,358 

 
121,181 

 
 
 
 

196,622 
191,073 
663,353 
（100,549） 

7,721 
9,068 

967,288 
（1,265） 
966,023 

 
 
 

$1,877,562

 

 

￥    9,024 

28,136 

18,969 

4,956 

1,123 

62,208 

 

 

10,398 

1,916 

645 

12,959 

75,167 

 

14,952 

 

 

 

 

23,626 

22,959 

68,585 

（11,766） 

1,643 

2,321 

107,368 

（63） 

107,305 

 

 

 

￥197,424

 
 

￥  11,481 
27,057 
21,329 
5,006 
2,342 
67,215 

 
 

25,269 
1,945 
572 

27,786 
95,001 

 
14,566 

 
 
 
 

23,634 
22,967 
79,735 
（12,086） 

928 
1,090 

116,268 
（152） 
116,116 

 
 
 

￥225,683
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連 結資本勘定計算書 
株式会社バンダイ及び連結子会社 
2003年、2002年及び2001年3月期 

連 結損益計算書 
株式会社バンダイ及び連結子会社 
2003年、2002年及び2001年3月期 

 
売上高 
売上原価 
　売上総利益 
販売費及び一般管理費（注12）  
　営業利益 
     
その他の損益：     
　受取利息及び受取配当金 
　支払利息 
　持分法による投資利益 
　投資有価証券売却損益 
　投資有価証券評価損 
　新株引受権戻入益 
　固定資産除売却及び評価損益 
　関係会社整理に係る収益（損失） 
　その他 
 
税金等調整前当期純利益 
     
法人税等（注11） 
     
少数株主利益 
     
当期純利益 
 
 
 
１株当たり情報（注13）     
3月31日現在の純資産額 
当期純利益 
　潜在株式調整前 
　潜在株式調整後 
当期に係る配当金（注14） 

千米ドル（注3） 百万円 

米ドル（注3） 円 

2001 20032002

 
$2,037,853 
1,149,326 
888,527 
673,311 
215,216 

 
 

4,501 
（3,153） 
2,870 
2,196 
（6,439） 
- 

（17,928） 
- 

1,647 
（16,306） 
198,910 

 
82,262 

 
11,265 

 
$   105,383 

 
 
 
 

$19.72 
 

2.11 
2.11 
0.33

 
￥217,010 
137,092 
79,918 
64,102 
15,816 

 
 

453 
（1,124） 
504 
3,610 
（146） 
3,823 

（3,620） 
（15） 
399 
3,884 
19,700 

 
5,870 

 
933 
 

￥  12,897 
 
 
 
 

￥2,193.66 
 

265.47 
- 

30.00

 
￥227,930 
137,064 
90,866 
70,102 
20,764 

 
 

595 
（623） 
382 
607 

（1,164） 
- 

（716） 
420 
229 

（270） 
20,494 

 
8,845 

 
1,005 

 
￥  10,644 

 
 
 
 

￥2,194.16 
 

217.62 
- 

30.00

2003

 
￥244,950 
138,149 
106,801 
80,932 
25,869 

 
 

541 
（379） 
345 
264 
（774） 
- 

（2,155） 
- 
198 

（1,960） 
23,909 

 
9,888 

 
1,354 

 
￥  12,667 

 
 
 
 

￥2,370.91 
 

254.09 
253.74 
40.00

連結財務諸表に関する注記もあわせてご参照ください。 

資本金（注16）    
　期首残高 
　新株予約権等の権利行使に伴う増加額 
　期末残高 
資本剰余金（注16）    
　期首残高 
　新株予約権等の権利行使に伴う増加額 
　期末残高 
利益剰余金（注14）    
　期首残高 
　連結子会社及び持分法適用会社の第三者割当増資に伴う 
　　剰余金増加額 
　当期純利益 
　土地再評価差額金取崩額 
　配当金 
　取締役及び監査役に対する賞与 
　期末残高 
土地再評価差額金（注11及び15）     
　期首残高 
　期中減少高 
　期末残高 
その他有価証券評価差額金（注5及び11）    
　期首残高 
　期中増加（減少）高 
　期末残高 
為替換算調整勘定     
　期首残高 
　期中増加（減少）高 
　期末残高 
自己株式（注16）     
　期首残高 
　取得額 
　新会計基準採用に伴う組替表示額 
　譲渡額 
　期末残高 
　　期末資本合計 

千米ドル（注3） 百万円 

2001 200320022003

 
$196,556 

66 
196,622 

 
191,007 

66 
191,073 

 
570,591 

 
- 

105,383 
948 

（12,205） 
（1,364） 
663,353 

 
（97,887） 
（2,662） 

（100,549） 
 

13,669 
（5,948） 
7,721 

 
19,309 
（10,241） 
9,068 

 
（524） 
（258） 
（483） 
- 

（1,265） 
$966,023

 
￥  23,626 
- 

23,626 
 

22,959 
- 

22,959 
 

46,739 
 

602 
12,897 
- 

（1,453） 
（78） 
58,707 

 
- 
- 
- 
 
- 

2,129 
2,129 

 
- 

（111） 
（111） 

 
（1,106） 
（103） 
- 

1,116 
（93） 

￥107,217

 
￥  23,626 
- 

23,626 
 

22,959 
- 

22,959 
 

58,707 
 

895 
10,644 
- 

（1,467） 
（194） 
68,585 

 
- 

（11,766） 
（11,766） 

 
2,129 
（486） 
1,643 

 
（111） 
2,432 
2,321 

 
（93） 
（64） 
- 
94 

（63） 
￥107,305

 
￥  23,626 

8 
23,634 

 
22,959 

8 
22,967 

 
68,585 

 
- 

12,667 
114 

（1,467） 
（164） 
79,735 

 
（11,766） 
（320） 

（12,086） 
 

1,643 
（715） 
928 
 

2,321 
（1,231） 
1,090 

 
（63） 
（31） 
（58） 
- 

（152） 
￥116,116

連結財務諸表に関する注記もあわせてご参照ください。 
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連 結財務諸表に対する注記 
株式会社バンダイ及び連結子会社 

1 連結財務諸表の表示基準 

連 結キャッシュ・フロー計算書 
株式会社バンダイ及び連結子会社 
2003年、2002年及び2001年3月期 

 
営業活動によるキャッシュ・フロー 
　税金等調整前当期純利益 
　減価償却費及び償却額 
　退職給付引当金の増加（減少）額 
　新株引受権戻入益 
　持分法による投資利益 
　固定資産除売却及び評価損益 
　投資有価証券売却損益 
　投資有価証券評価損 
　売上債権の減少（増加）額 
　たな卸資産の減少（増加）額 
　買入債務の増加（減少）額 
　その他 
　　小計 
　利息及び配当金の受取額 
　利息の支払額 
　法人税等の支払額 
　　営業活動によるキャッシュ・フロー 
投資活動によるキャッシュ・フロー 
　定期預金の減少（増加）額 
　有形固定資産の取得による支出 
　有形固定資産の売却による収入 
　投資有価証券の取得による支出 
　連結子会社株式の取得による支出 
　投資有価証券の売却による収入 
　貸付による支出 
　貸付金の回収による収入 
　その他 
　　投資活動によるキャッシュ・フロー 
財務活動によるキャッシュ・フロー 
　短期借入金の増減（純額） 
　長期借入債務による収入 
　長期借入債務の返済による支出 
　株式の発行による収入 
　少数株主の株式払込みによる収入 
　自己株式の取得による支出 
　自己株式の売却による収入 
　配当金の支払額 
　少数株主への配当金の支払額 
　　財務活動によるキャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物に係る換算差額 
現金及び現金同等物の増加（減少）額 
現金及び現金同等物の期首残高 
連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増加額 
現金及び現金同等物の期末残高（注4） 

千米ドル（注3） 百万円 

2001 20032002

 
 

$198,910 
66,339 
250 
- 

（2,870） 
17,928 
（2,196） 
6,439 
16,090 
（4,176） 
（11,223） 
23,844 
309,335 
4,933 
（3,311） 
（77,937） 
233,020 

 
5,790 

（62,438） 
12,571 
（9,667） 
（8,760） 
6,522 
（7,770） 
43,752 
（13,012） 
（33,012） 

 
（17,512） 
206,814 
（51,290） 

125 
- 

（258） 
- 

（12,205） 
（2,712） 
122,962 
（4,834） 
318,136 
374,426 
674 

$693,236

 
 

￥19,700 
6,691 
（884） 
（3,823） 
（504） 
3,620 

（3,610） 
146 

（8,578） 
197 
1,883 
5,010 
19,848 
517 

（1,760） 
（3,767） 
14,838 

 
（2,775） 
（5,422） 
635 

（3,152） 
- 

6,232 
（334） 
1,826 

（1,580） 
（4,570） 

 
（4,265） 
200 

（27,386） 
- 

2,750 
- 

1,012 
（1,453） 
（207） 

（29,349） 
342 

（18,739） 
59,876 
- 

￥41,137

 
 

￥20,494 
6,562 
（156） 
- 

（382） 
716 

（607） 
1,164 
2,337 
373 

（1,733） 
3,575 
32,343 
698 

（646） 
（5,827） 
26,568 

 
1,731 

（5,977） 
1,134 

（1,998） 
（57） 
3,881 

（10,529） 
5,209 
（209） 
（6,815） 

 
（7,608） 
1,000 

（12,188） 
- 

1,692 
- 
97 

（1,467） 
（287） 

（18,761） 
1,304 
2,296 
41,137 
1,573 

￥45,006

2003

 
 

￥23,909 
7,974 
30 
- 

（345） 
2,155 
（264） 
774 
1,934 
（502） 
（1,349） 
2,866 
37,182 
593 
（398） 
（9,368） 
28,009 

 
696 

（7,505） 
1,511 
（1,162） 
（1,053） 
784 
（934） 
5,259 
（1,564） 
（3,968） 

 
（2,105） 
24,859 
（6,165） 

15 
- 

（31） 
- 

（1,467） 
（326） 
14,780 
（581） 
38,240 
45,006 
81 

￥83,327

連結財務諸表に関する注記もあわせてご参照ください。 
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

2 重要な会計方針 

（a）連結の範囲 

（b）現金及び現金同等物 

（d）有価証券及び投資有価証券 

　株式会社バンダイ（以下「（株）バンダイ」）及び連結子会社は、日本の会計

基準に基づいて会計記録を行い、連結財務諸表を作成しています。この連結

財務諸表は、日本以外の国及び管轄区域において一般に公正妥当と認めら

れた会計原則及び会計慣行とは一部重要な相違がある可能性があります。連

結財務諸表を作成するにあたって、海外の読者の便宜のために日本で作成さ

れた連結財務諸表を一部組み替えて表示しています。また、連結財務諸表の

注記事項には、日本の会計原則では要求されていない情報が、補足情報とし

て含まれています。また、2002年及び2001年3月期の連結財務諸表は、2003

年3月期における表示に準じて組み替えています。 

 

　添付の連結財務諸表には、（株）バンダイ及び重要な連結子会社の財務諸

表が含まれています。連結されていない子会社は連結財務諸表に重要な影響

を与えないため連結の範囲から除外しています。重要な関連会社については

持分法を採用しています。それ以外の関連会社及び非連結子会社について

は原価法を採用していますが、これらの会社に関して、仮に持分法を採用した

としても連結財務諸表に重要な影響を及ぼすものではありません。すべての

重要な連結会社間の勘定残高及び取引は連結上、消去されています。連結

調整勘定については5年間で償却しています。 

　キャッシュ･フロー計算書における現金及び現金同等物の範囲は、手許現金、

要求払預金、取得日から3ヵ月以内に満期日が到来する流動性の高い投資で

す（注4）。 

  

　（株）バンダイは、2001年3月期から外貨建取引に関する新会計基準（「外貨

建取引等会計処理基準の改定に関する意見書」企業会計審議会1999年10

月22日）を採用しています。この会計基準に基づき、外貨建取引は取引日の為

替レートで円に換算され、債権債務の決済によって生じる利益または損失は損

益計算書に反映され、「その他の損益」に計上されています。決算日時点の外

貨建債権債務は決算日の為替レートで換算され、未実現利益又は未実現損失

は「その他の損益」に計上されています。 

　在外連結子会社及び関連会社の資産、負債は決算日の為替レートで、収益、

費用は年間の平均レートでそれぞれ円貨換算しています。外貨建取引から生じ

た利益及び損失は「その他の損益」に計上され、財務諸表の換算から生じた

利益及び損失は原則的に連結財務諸表から除外し、「少数株主持分」及び「資

本」の「為替換算調整勘定」に表示しています。 

 

　（株）バンダイは、2001年3月期より金融商品に関する新会計基準（「金融商

品に係る会計基準の設定に関する意見書」企業会計審議会1999年1月22日）

を採用しています。新会計基準により、有価証券及び投資有価証券を満期保

有目的の債券、関係会社株式、その他有価証券の3つに区分することとしてい

ます。 

　満期保有目的の債券は額面金額に達するまで償還に至るまでの期間に亘っ

て毎期一定の方法で貸借対照表評価額に加減しています。連結対象外関係

会社株式は原価で評価しています。その他有価証券のうち時価のあるものは

原則として時価で評価しています。未実現利益または未実現損失を含む税効

果を考慮した後の取得価額と時価との差額は、「資本」における「その他有価

証券評価差額金」として計上しています。時価のないものは原価で評価して

います。その他有価証券の売却原価は、移動平均法によって算定しています。 

 

　（株）バンダイは、2001年3月期より金融商品に関する新会計基準（「金融商

品に係る会計基準の設定に関する意見書」企業会計審議会1999年1月22日）

を採用しています。 

　この新基準に従い、債権等の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見

込額を貸倒引当金として算出しています。 

（c）外貨建取引等会計処理 

（e） 貸倒引当金 
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（p） 1株当たり情報 

（f） たな卸資産  

　（株）バンダイ及び国内連結子会社は総平均法による原価法を採用しています。 

在外連結子会社は先入先出法による低価法を採用しています。 

 

　法人税等は資産負債法に基づいて計上しています。繰延税金資産・負債は、

財務諸表上の資産・負債額と、税法に基づく資産・負債額との差異及び繰越

欠損金額、繰延税額控除額に起因する将来の税効果を見積って認識されて

います。また、繰延税金資産・負債は、それらの一時差異の解消が予定される

会計年度に適用されるであろう法定実効税率を用いて算出されています。税

率の変更に伴う繰延税金資産・負債への影響額は、当該税率変更に係る改

正税法が公布された日を含む会計年度の損益として認識されています。　 

　（株）バンダイ及び国内連結子会社は有形固定資産の減価償却方法として

主に見積耐用年数に基づく定率法を採用しています。ただし1998年4月1日以

降取得した建物（建物附属設備は除く）については定額法を採用しています。 

主な耐用年数は以下のとおりです。 

　建物及び構築物　　　　　　2-50年 

　工具器具及び備品　　　　　2-20年 

　在外連結子会社は主として見積耐用年数による定額法を採用しています。 

主な耐用年数は以下のとおりです。 

　建物及び構築物　　　　　　5-50年 

　工具器具及び備品　　　　　2-20年 

　無形固定資産の減価償却方法としては、見積耐用年数に基づく定額法を

採用しています。 

主な耐用年数は以下のとおりです。 

　ソフトウェア（自社利用分）　　2-5年 

 

 

　為替や金利の相場変動によるリスクを軽減するために、為替予約取引、金

利スワップ取引及びキャップ取引などのデリバティブ取引契約を締結していま

す。為替予約取引は外貨建債権債務及び予定取引によるリスクを軽減するた

めに利用しています。金利スワップ取引及びキャップ取引は、事業活動及び財

務活動に伴う金利リスクを軽減するために利用しています。（株）バンダイ及

び連結子会社が行うデリバティブ取引は投機を目的とするものではありません。 

　（株）バンダイは、2001年3月期より金融商品に関する新会計基準（「金融商

品に係る会計基準の設定に関する意見書」企業会計審議会1999年1月22日）

を採用しています。新会計基準により、デリバティブ取引は原則、時価によって

評価し、計上されています。ヘッジ会計の適用要件を満たすデリバティブ取引

については、繰延ヘッジ処理によっています。また、為替予約取引については

振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を、金利スワップ取引につ

いて特例処理の要件を充たしている場合には特例処理を行っています。 

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動または相場変動の累計とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動または相場変動の累計とを比較し、ヘッジの有効性を

評価しています。ヘッジが有効性を失った場合にはヘッジ会計を中止し、中止

されたヘッジ取引は速やかに損益として認識されることとなります。 

　（株）バンダイは、全従業員を対象とする確定給付型年金制度を設けています。

国内連結子会社は、確定給付型年金または退職一時金制度を設けています。

一部の在外連結子会社は確定拠出型年金制度を設けています。更に従業員

の退職時には割増退職金を支払う場合があります。 

　（株）バンダイは、2001年3月期より退職給付に関する新会計基準（「退職給

付に係る会計基準の設定に関する意見書」企業会計審議会1998年6月16日）

を採用しています。新基準に従い、従業員の退職給付引当金は、数理計算上

の退職給付債務の額と年金資産の公正価値に基づいて算出されています。 

　新会計基準の適用によって生じた会計基準変更時差異400百万円は、

2001年3月期の「その他の損益」に計上しています。数理計算上の差異につ

いては、発生時の翌連結会計年度より10年間で費用化されます。 

 （株）バンダイ及び一部連結子会社の取締役及び監査役は、役員退職慰労

金規程に基づき、一時払いの役員退職慰労金の受給権が与えられています。

ただし、役員退職慰労金の支払いは、株主の承認事項となっています。 

 

　リース物件の所有権が貸主から借主に移転するもの以外のファイナンス・リー

ス取引は、通常のオペレーティング・リース取引に係る方法に準じた会計処理

を行っています。また、所有権が移転するリース物件はありません。 

　連結子会社の新株発行による（株）バンダイの持分の変動については資本

取引として処理されます。 

 

 

　日本の商法において、利益処分は会計年度終了後の株主総会における株

主の決議によって行われます。当該連結会計年度の連結財務諸表には当該

期に係る利益処分は反映されていません。 

　2003年3月期より、（株）バンダイは自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する新会計基準（「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」

企業会計基準委員会2002年2月21日）を採用しています。この新基準に従い、

関連会社の保有する投資会社株式（（株）バンダイ株式）は自己株式として会

計処理されています。なお、2002年3月期の財務諸表は組替表示していません。

この会計処理の変更が当期純利益に与える影響は軽微です。 

 

　1株当たり当期純利益は、期中平均株式数に基づき算出しています。潜在

株式調整後1株当たり当期純利益は、新株発行をもたらす権利の行使や契約

の履行あるいは新株への転換によって生じる希薄化の影響を考慮して計算さ

れます。 

　2003年3月期より、1株当たり当期純利益に関する新会計基準（「1株当たり

当期純利益に関する会計基準」及び「1株当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」企業会計基準委員会2002年9月25日）を採用しています。こ

の基準に基づき、1株当たり純資産額及び当期純利益を算定するにあたっては、

当該会計年度に関する定時株主総会において承認された利益処分による役

員賞与金（取締役及び監査役に対する賞与）の額は控除されています。 

　新会計基準に基づき組替表示をされた2002年3月31日及び2001年3月31

日現在での1株当たり純資産額並びに同日をもって終了した会計年度の1株

当たり当期純利益はそれぞれ2,190.80円及び2,189.69円並びに214.26円及

び261.47円です。 

　1株当たり現金配当は、会計期間に関して宣言された配当額に基づいて算

出しています。 

（o） 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

（g） 法人税等 

（h） 有形固定資産 

（i） 無形固定資産 

（j） デリバティブ取引及びヘッジ会計 

（l） リース会計 

（m） 連結子会社の新株発行 

（n） 利益処分 

（k） 退職給付引当金 

　連結財務諸表は円貨で表示されています。ただし、読者の便宜に供するた

め、2003年3月期の連結財務諸表は2003年3月31日の東京外国為替市場に

おけるおよその実勢為替レートの1米ドル120.20円を用いて米ドル換算され

ています。この換算は、連結財務諸表に表示されている円金額が同レートで米

ドルに転換可能という意味ではありません。 

3  財務諸表の外貨換算 
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現金及び預金 
有価証券 
預入期間が3カ月を超える定期預金 
1年以内期日到来の満期保有目的の債券 
契約期間が3カ月以内の現先（連結貸借対照表上では短期貸付金） 
現金及び現金同等物 

千米ドル 百万円 

2001 200320022003

$678,819 
41,156 
（22,496） 
（4,243） 
- 

$693,236

￥42,258 
3,992 

（5,113） 
- 
- 

￥41,137

￥39,107 
4,382 

（3,458） 
（24） 
4,999 

￥45,006

￥81,594 
4,947 
（2,704） 
（510） 
- 

￥83,327

 
時価のあるその他有価証券： 
　株式 
　債券－社債 
　その他 
　　合計 

2003
百万円 

評価損 連結貸借対照表 計上額（時価） 評価益 取得原価  
 

￥4,451 
237 
98 

￥4,786

 
 

￥（239） 
（13） 
（15） 

￥（267） 

 
 

￥2,125 
- 
- 

￥2,125

 
 

￥2,565 
250 
113 

￥2,928

4 現金及び現金同等物 
2003年、2002年及び2001年3月期の連結貸借対照表の「現金及び預金」と、連結キャッシュ・フロー計算書の「現金及び現金同等物」の調整は以下のとおりです。 

 

2003年及び2002年3月31日現在の時価のあるその他有価証券の取得原価、連結貸借対照表計上額（時価）及び未実現評価損益は次のとおりです。 

満期保有目的の債券 
時価のあるその他有価証券 
時価のないその他有価証券 
非連結子会社及び関連会社株式 
　合計 

千米ドル 百万円 

2002 20032003

$    4,559 
39,817 
42,279 
44,867 

$131,522 
 

￥       34 
6,607 
5,006 
5,321 

￥16,968 
 

￥     548 
4,786 
5,082 
5,393 

￥15,809 
 

5 有価証券及び投資有価証券 
2003年及び2002年3月期における有価証券及び投資有価証券の概要は以下のとおりです。 

2003年及び2002年3月31日現在における時価のある有価証券には満期保有目的の債券に分類されている国債がそれぞれ10百万円（83千米ドル）及び10百万円含ま

れており、当該価格は時価と近似しております。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

2003年及び2002年3月期に売却したその他有価証券の売却額、売却益の合計額及び売却損の合計額は次のとおりです。 

 
時価のあるその他有価証券： 
　株式 
　債券－社債 
　その他 
　　合計 

2003
千米ドル 

評価損 連結貸借対照表 計上額（時価） 評価益 

連結貸借対 
照表計上額 

連結貸借対 
照表計上額 

連結貸借対 
照表計上額 

取得原価  
 

$37,030 
1,972 
815 

$39,817

 
 

$（1,988） 
（108） 
（125） 
$（2,221） 

 
 

$17,679 
- 
- 

$17,679

 
 

$21,339 
2,080 
940 

$24,359

売却額 
売却益の合計額 
売却損の合計額 

千米ドル 百万円 

2002 20032003

$4,859 
2,221 
225

￥845 
160 
40

￥584 
267 
27

2003年及び2002年3月31日現在の時価のない有価証券については次のとおりです。 

時価のないその他有価証券： 
　店頭売買株式を除く非上場株式 
　非上場社債 
　MMF等 
　　合計 

千米ドル 百万円 

2002 20032003

 
$  5,274 

75 
36,930 
$42,279

 
￥   643 

5 
4,358 
￥5,006

 
￥   634 

9 
4,439 
￥5,082

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 
時価のあるその他有価証券： 
　株式 
　債券－社債 
　その他 
　　合計 

2002

百万円 

評価損 連結貸借対照表 計上額（時価） 評価益 取得原価  
 

￥6,131 
260 
216 

￥6,607

 
 

￥（213） 
（41） 
（3） 

￥（257） 

 
 

￥3,478 
- 
1 

￥3,479

 
 

￥2,866 
301 
218 

￥3,385

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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債券： 
　国債・地方債券等 
　社債 
　　合計 

2003
百万円 

1年超 
5 年以内 

5年超 
10 年以内 1年以内  

 
￥- 
38 
￥38

 
 

￥  - 
242 
￥242

 
 

￥510 
4 

￥514

2003年及び2002年3月31日現在のその他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額は次のとおりです。 

債券： 
　国債・地方債券等 
　社債 
　　合計 

2003
千米ドル 

1年超 
5 年以内 

5年超 
10 年以内 1年以内 

 
 

$   - 
316 
$316

 
 

$      - 
2,014 
$2,014

 
 

$4,243 
33 

$4,276

債券： 
　国債・地方債券等 
　社債 
　　合計 

2002
百万円 

1年超 
5 年以内 

5年超 
10 年以内 1年以内 

 
 

￥- 
- 
￥-

 
 

￥  10 
265 
￥275

 
 

￥- 
24 
￥24

連結会計年度末日の満期手形は手形交換日をもって決済処理していますが、2002年3月31日は金融機関の休日であったため、連結会計年度末日満期手形が連結貸借

対照表上の受取手形に547百万円含まれています。 

受取手形 
売掛金 
　　合計 

千米ドル 百万円 

2002 20032003

$  50,674 
329,276 
$379,950

￥  7,182 
40,365 
￥47,547

￥  6,091 
39,579 
￥45,670

6 売上債権  

2003年及び2002年3月31日現在の売上債権の明細は次のとおりです。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

2003年及び2002年3月31日現在の長期借入債務の明細は次のとおりです。 

2003年及び2002年3月31日現在の銀行借入金の加重平均利率はそれぞれ1.48%及び1.54%です。 

2008年までに順次返済期限が到来する主に銀行からの借入金： 
　2003年及び2002年3月31日現在の1年以内に返済予定の長期借入金の 
　加重平均利率はそれぞれ3.38％及び0.82％、また長期借入金（1年以内に 
　返済予定のものを除く）の加重平均利率はそれぞれ2.10%、3.11% 
2008年満期無担保社債（利率0.690%） 
2007年満期無担保社債（利率0.600%） 
2006年満期無担保社債（利率0.500%） 
2006年満期無担保社債（利率1.750%） 
2005年満期無担保社債（利率1.630%） 
2003年満期無担保社債（利率2.425%） 
2002年満期無担保社債（利率2.100%） 
長期借入債務合計 
1年以内に返済予定の長期借入債務 
　合計 

千米ドル 百万円 

2002 20032003

 
 
 

$    1,040 
83,195 
41,597 
83,195 
1,248 
416 

83,195 
- 

293,886 
83,661 

$210,225

 
 
 

￥  1,216 
- 
- 
- 
- 
- 

10,000 
5,000 
16,216 
5,818 

￥10,398

 
 
 

￥     125 
10,000 
5,000 
10,000 
150 
50 

10,000 
- 

35,325 
10,056 
￥25,269

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

商品及び製品 
仕掛品 
原材料及び貯蔵品 
　合計 

千米ドル 百万円 

2002 20032003

$48,769 
16,323 
2,429 

$67,521

￥5,415 
1,345 
215 

￥6,975

￥5,862 
1,962 
292 

￥8,116

7 たな卸資産  

2003年及び2002年3月31日現在のたな卸資産の明細は次のとおりです。 

銀行借入金 
1年以内に返済予定の長期借入債務 
　合計 

千米ドル 百万円 

2002 20032003

$11,855 
83,661 
$95,516

￥3,206 
5,818 
￥9,024

￥  1,425 
10,056 
￥11,481

8 短期借入債務及び長期借入債務  

2003年及び2002年3月31日現在の短期借入債務の明細は次のとおりです。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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日本における一般的な商慣行において、短期及び長期の銀行借入に際しては、一定の状況下で銀行の要求に基づき現行及び将来の借入に対する保証及び担保の差

し入れを行なう旨の合意がなされます。当該金融機関は、返済期限到来時または債務不履行時に、それらの保証及び担保によって債権を行使する権利を保有しています。 

2003年3月31日現在におけるこれら短期及び長期借入金に関して、993百万円（8,261千米ドル）の有形固定資産及び80百万円（666千米ドル）の定期預金が担保に供

されています。 

連結会計年度末日の満期手形は手形交換日をもって決済処理していますが、2002年3月31日は金融機関の休日であったため、連結会計年度末日満期手形が連結貸

借対照表上の支払手形に199百万円含まれています。 

2003年3月31日現在における長期借入債務の年度別返済予定額は次のとおりです。 

支払手形 
買掛金 
　合計 

千米ドル 百万円 

2002 20032003

$  41,206 
183,894 
$225,100

￥  7,406 
20,730 
￥28,136

￥  4,953 
22,104 
￥27,057

9 買入債務  

2003年及び2002年3月31日現在の買入債務の明細は次のとおりです。 

2004年3月期 
2005年3月期 
2006年3月期 
2007年3月期 
2008年3月期 
　合計 

千米ドル 百万円 

$  83,661 
250 

83,852 
42,928 
83,195 

$293,886

￥10,056 
30 

10,079 
5,160 
10,000 
￥35,325

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（注） 

1.上記退職給付費用以外に、2003年、2002年及び2001年3月期における割増退職金それぞれ294百万円（2,446千米ドル）、432百万円及び309百万円を「販売費及び一般管理費」、「その

他の損益」に費用計上しています。 

2.2003年、2002年及び2001年3月期における厚生年金基金掛金拠出額それぞれ339百万円（2,820千米ドル）、350百万円及び325百万円を「売上原価」、「販売費及び一般管理費」に計上

しています。 

勤務費用 
利息費用 
期待運用収益 
会計基準変更時差異の処理額 
数理計算上の差異の処理額 
　退職給付費用合計 

千米ドル 百万円 

2001 200320022003

$4,767 
1,056 
（757） 
- 
907 

$5,973

￥567 
126 

（107） 
（400） 
- 

￥186

￥453 
127 

（103） 
- 
59 

￥536

￥573 
127 
（91） 
- 
109 
￥718

2003年、2002年及び2001年3月期の退職給付費用の明細は次のとおりです。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（注） 

1.上記年金資産以外に2003年及び2002年3月31日現在、厚生年金基金制度における年金資産（掛金拠出金割合にて算定）がそれぞれ6,082百万円（50,599千米ドル）及び6,396百万円あり

ます。 

2.一部の連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

従業員退職給付引当金
　退職給付債務 
　年金資産 
　未積立退職給付債務 
　未認識数理計算上の差異 
　連結貸借対照表計上額（純額） 
　前払年金費用 
　従業員退職給付引当金 
役員退職慰労引当金 
　合計 

千米ドル 百万円 

2002 20032003

 
$45,166 
（29,492） 
15,674 
（12,837） 
2,837 
1,739 
4,576 
11,605 
$16,181 

 

 
￥5,446 
（3,786） 
1,660 
（1,051） 
609 
135 
744 
1,172 
￥1,916 

 

 
￥5,429 
（3,545） 
1,884 
（1,543） 
341 
209 
550 
1,395 
￥1,945

10退職給付引当金 
2003年及び2002年3月31日現在の連結貸借対照表に計上されている退職給付引当金の明細は次のとおりです。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

11  法人税等  

（株）バンダイ及び国内連結子会社に係る法人税、住民税及び事業税は利益に基づき算出され、2003年、2002年及び2001年3月期における法定実効税率は42%と

なっています。 

2003年、2002年及び2001年3月期における連結損益計算書に計上される法人税等は次のとおりです。 

法人税、住民税及び事業税 
法人税等調整額 
　合計 

千米ドル 百万円 

2001 200320022003

$78,527 
3,735 

$82,262

￥4,637 
1,233 
￥5,870

￥8,198 
647 

￥8,845

￥9,439 
449 

￥9,888

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

退職給付見込額の期間配分方法 
割引率 
期待運用収益率 
数理計算上の差異の処理年数 
 
会計基準変更時差異の処理年数 

200120022003

勤務期間を基準とする方法 
3.0% 

2.5%　3.5% 
発生年度の翌年度より 

10年で費用処理しています。 
発生年度に一括処理 
することにしています。 

勤務期間を基準とする方法  
2.5%　3.0% 
2.5%　3.5% 

発生年度の翌年度より 
10年で費用処理しています。 

-

勤務期間を基準とする方法 
2.5%　3.0% 
2.5%　3.0% 

発生年度の翌年度より 
10年で費用処理しています。 

-

2003年、2002年及び2001年3月期の退職給付債務等の計算の基礎に関する事項は次のとおりです。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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2003年、2002年及び2001年3月期における法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳は次のとおりです。 

 「地方税法等の一部を改正する法律」が2003年3月31日に公布され、2004年4月1日より、法人事業税に外形標準課税制度が導入されるとともに、所得割の税率が引

下げられることになります。その結果、2004年4月1日以降に解消する一時差異に係る繰延税金資産・負債は、変更後の法定実効税率である41％に基づいて計算され、

また、2004年3月31日以前に解消される予定のその他の繰延税金資産・負債は、42％の税率で計算されています。この税率の変更が連結財務諸表に与える影響額は

軽微です。 

法定実効税率 
評価性引当金の増加（減少）額 
交際費等永久に損金に算入されない項目 
関係会社株式売却に伴う税額減少 
その他 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 

20022003

42.0% 
1.3 
1.1 
- 

（1.2） 
43.2%

2001

42.0% 
（13.3） 
1.5 
- 

（0.4） 
29.8%

42.0% 
1.9 
2.9 
（3.9） 
（1.5） 
41.4%

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

繰延税金資産：
　土地再評価差額金 
　固定資産償却超過額 
　たな卸資産評価損 
　繰越欠損金 
　有価証券評価損 
　前払研究開発費 
　貸倒引当金繰入超過額 
　繰延資産償却超過額 
　未払賞与 
　未払事業税 
　退職給付引当金 
　その他 
　　繰延税金資産総計 
　評価性引当額 
繰延税金資産合計 
繰延税金負債： 
　その他有価証券評価差額金 
　在外子会社の留保利益金 
　繰延利益（固定資産圧縮積立金） 
　その他 
　　繰延税金負債総計 
繰延税金資産の純額 

千米ドル 百万円 

2002 20032003

 
$  69,875 
42,646 
12,829 
19,700 
10,624 
5,857 
8,461 
2,429 
7,887 
4,418 
6,356 
10,474 
201,556 
（27,296） 
174,260 

 
（6,373） 
（17,246） 
（1,739） 
（466） 

（25,824） 
$148,436 

 

 
￥  8,521 
4,423 
1,970 
1,589 
1,394 
1,008 
923 
644 
624 
589 
748 
1,811 
24,244 
（2,334） 
21,910 

 
（1,354） 
（1,847） 
（256） 
（205） 
（3,662） 
￥18,248 

 

 
￥  8,399 
5,126 
1,542 
2,368 
1,277 
704 
1,017 
292 
948 
531 
764 
1,259 
24,227 
（3,281） 
20,946 

 
（766） 
（2,073） 
（209） 
（56） 

（3,104） 
￥17,842

2003年及び2002年3月31日現在の繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳は次のとおりです。 

流動資産－繰延税金資産 
投資及びその他の資産－繰延税金資産 
固定負債－その他の固定負債（繰延税金負債） 
　合計 

千米ドル 百万円 

2002 20032003

$  42,305 
106,223 
（92） 

$148,436

￥  6,049 
12,276 
（77） 

￥18,248

￥  5,085 
12,768 
（11） 

￥17,842

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目として表示されています。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

12販売費及び一般管理費  

2003年、2002年及び2001年3月期の販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。 

運賃 
広告宣伝費 
役員報酬及び給料手当 
退職給付引当金繰入額 
役員退職慰労引当金繰入額 
減価償却費 
研究開発費 
支払手数料 
旅費交通費 
賃借料 
貸倒引当金繰入額 
その他 
販売費及び一般管理費合計 

千米ドル 百万円 

2001 200320022003

$  19,734 
188,186 
137,163 
5,017 
3,428 
23,178 
123,802 
30,141 
18,012 
33,494 
5,832 
85,324 

$673,311 
 

￥  2,859 
17,817 
12,810 
493 
191 
2,353 
13,807 
3,127 
1,654 
2,346 
346 
6,299 

￥64,102 
 

￥  2,062 
20,411 
14,176 
394 
224 
2,650 
14,310 
3,217 
1,828 
3,083 
397 
7,350 

￥70,102 
 

￥  2,372 
22,620 
16,487 
603 
412 
2,786 
14,881 
3,623 
2,165 
4,026 
701 

10,256 
￥80,932 

 

13潜在株式調整後1株当たり当期純利益の差額調整  
2003年3月期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益の差額調整は次のとおりです。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

当期純利益 
利益処分による取締役及び監査役賞与金 
新会計基準適用後の当期純利益 

千米ドル 百万円 

2003 2003

$105,383 
2,072 

$103,311

￥12,667 
249 

￥12,418

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

期中平均株式数 
潜在株式による希薄化効果： 
　新株予約権等 

48,872 
 

68 
48,940

千株 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

BANDAI CO., LTD. 50 ANNUAL REPORT 2003BANDAI CO., LTD. 49 ANNUAL REPORT 2003



1株当たり当期純利益 
　潜在株式調整前 
　潜在株式調整後 

 
$2.11 
2.11

米ドル 

 
￥254.09 
253.74

円 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

当該事業用土地の再評価前の帳簿価額 
当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 

2002年3月31日 
 

百万円 

2002

¥33,004 
12,717

15土地再評価差額金  

 「土地の再評価に関する法律」（1998年3月31日法律34号）に基づき、2002年3月31日に事業用土地を再評価しました。土地評価差額（20,287百万円）から、それに係

る繰延税金資産（8,521百万円）を除いた額が「土地再評価差額金」として「資本」に計上されています。 

再評価を実施した年月日： 

再評価の方法： 

 「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年3月31日政令第119号）第2条第4号に定める「地価税法」（1991年5月2日法律第69号）第16条に規定する地価税の

課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために、国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行っ

て算出しています。 

2002年3月31日に再評価を実施した当該事業用土地の2003年3月31日現在における時価と帳簿価額との差額から生じる未実現損失は、668百万円（5,557千米ドル）

となっています。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

14剰余金及び配当金  

　日本における商法の規定では、各会計年度における利益処分によって現金

流出した金額の10%以上を利益準備金として資本金の25%相当に至るまで

積み立てることが義務付られていましたが、2001年10月1日施行の商法改正に

より資本準備金と利益準備金の合計が資本金の25%相当に至るまで積み立

てれば足りることとなりました。また、在外連結子会社の中にも当該国の法律に

基づき利益準備金を積み立てることが義務付けられているところもあります。 

　2003年及び2002年3月31日現在の利益剰余金に含まれる（株）バンダイの

利益準備金残高は、それぞれ1,645百万円（13,686千米ドル）及び1,645百万

円となっています。利益処分案は当該利益処分案に係る連結会計年度の財務

諸表上には反映されていません。2003年3月期の（株）バンダイの利益処分は、

現金配当1,223百万円（10,175千米ドル）、取締役及び監査役賞与金88百万

円（732千米ドル）として承認を受けています。さらに商法の規定に従い、配当

制限内であれば取締役会の決議により中間配当を実施することができます。 

16ストック・オプション・プラン  

 （株）バンダイは、2001年6月26日開催の第53期定時株主総会の決議により、

商法280条ノ19に基づくストック･オプション制度を採用しています。取締役に

79,000株及びリーダー以上の使用人に510,000株の新株予約権等が付与さ

れました。 

　新株予約権等の行使期間は2002年6月27日から2005年6月26日であり、行

使価額は前述の株主総会で承認を得た算定方法により1株当たり3,724円（30.98

米ドル）としています。行使価額は株式分割及び時価を下回る価額で新株を発

行する場合など特定の状況下において修正される場合があります。 

　2003年3月期において、当該制度に基づく4,000株の権利行使及び4,000株

の権利放棄がありました。当該制度の条件及び日本における商法の規定に従い、

新株発行に伴う収入は資本金及び資本剰余金に同額ずつ組入れられています。 

　この結果、2003年3月31日現在での取締役及びリーダー以上の使用人へ付

与された新株予約権等の未行使残高はそれぞれ76,000株および505,000株です。 

支払リース料 
減価償却費相当額 

千米ドル 百万円 

2001 200320022003

$1,298 
 1,298

￥191 
191

￥161 
161

￥156 
 156

1年以内 
1年超 
　合計 

千米ドル 百万円 

2002 20032003

$1,065 
 824 

 $1,889

￥147 
177 
￥324 

 

￥128 
 99 

 ￥227

2003年及び2002年3月31日現在のファイナンス･リース取引に基づく未経過リース料期末残高相当額は以下のとおりです。 

2003年、2002年及び2001年3月期におけるファイナンス・リース取引の支払リース料及び減価償却費相当額は以下のとおりです。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

17リース取引  

1. 借手側 

（株）バンダイ及び連結子会社は、オフィス、その他の設備について各種ファイナンス及びオペレーティング・リース契約を締結しています。 

（1） ファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が貸主から借主へ移転するもの以外のファイナンス･リース取引は、通常のオペレーティング・リース取引に係る方法に準じた会計処理を行ってい

ます。また、所有権が移転するリース物件はありません。 

2003年及び2002年3月31日現在におけるこれらのファイナンス･リース取引に基づくリース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額は以

下のとおりです。 

取得価額相当額 
控除：減価償却累計額相当額 
期末残高相当額 

千米ドル 百万円 

2002 20032003

$6,023 
 （4,134） 
 $1,889

￥794 
（470） 
￥324

￥724 
 （497） 
 ￥227

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

2. 貸手側 

（1） ファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が、貸主から借主へ移転するもの以外のファイナンス･リース取引は、通常のオペレーティング・リース取引に係る方法に準じた会計処理を行ってい

ます。 

2003年及び2002年3月31日現在におけるこれらファイナンス・リース取引に基づくリース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高は以下のとおりです。 

1年以内 
1年超 
　　合計 

千米ドル 百万円 

2002 20032003

$2,254 
 5,383 
 $7,637

￥244 
236 
￥480

￥271 
 647 
 ￥918

（2） オペレーティング・リース取引 

2003年及び2002年3月31日現在のオペレーティング･リース取引に基づく未経過リース料期末残高相当額は以下のとおりです。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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受取リース料 
減価償却費 

千米ドル 百万円 

2001 200320022003

$1,772 
1,572

￥424 
357

￥101 
81

￥213 
189

2003年、2002年及び2001年3月31日現在のファイナンス・リース取引に基づく受取リース料と減価償却費は以下のとおりです。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

取得価額 
控除：減価償却累計額 
期末残高 

千米ドル 百万円 

2002 20032003

$8,494 
（2,088） 
$6,406

￥666 
（152） 
￥514

￥1,021 
（251） 
￥   770 

 

1年以内 
1年超 
　合計 

千米ドル 百万円 

2002 20032003

$2,072 
5,108 
$7,180

￥148 
450 
￥598

￥249 
614 
￥863

2003年及び2002年3月31日現在のファイナンス･リース取引に基づく未経過リース料期末残高相当額は以下のとおりです。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（2） オペレーティング・リース取引 

2003年及び2002年3月31日現在のオペレーティング･リース取引に基づく未経過リース料期末残高相当額は以下のとおりです。 

1年以内 
1年超 
　合計 

千米ドル 百万円 

2002 20032003

$  8 
8 

$16

￥13 
12 
￥25

￥1 
1 
￥2

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

18為替及び金利に係るリスク管理  

主なデリバティブ取引は為替予約取引、スワップ取引及びキャップ取引であり、これらは為替及び金利変動リスクを軽減するために行われ、投機目的ではありません。契

約相手方による為替予約取引、金利スワップ取引及びキャップ取引不履行に係る信用リスクを負っていますが、契約相手方はいずれも高い信用力を有するため、その

ような事態は生じることがないものと考えています。 

2003年及び2002年3月31日現在のキャップ取引の契約残高、時価及び評価損益は次のとおりです。なお、デリバティブ取引の契約額自体がデリバティブ取引に係る市

場リスク量を示すものではありません。 

 
 
キャップ取引 
　買建 

千米ドル 百万円 

2003

 
 
 

$-

評価損益 
 
 
 

$-

時価 
 
 
 

$5,824

契約残高 

2002

 
 
 

￥（9） 

評価損益 
 
 
 

￥-

時価 
 
 
 

￥700

契約残高 

2003

 
 
 

￥-

評価損益 
 
 
 

￥-

時価 
 
 
 

￥700

契約残高 

（注） ヘッジ会計を適用しているものについては上記の表には含まれていません。 

 

・・・・・・・・・・・・・・ 

19保証債務及び偶発債務  

関係会社の借入金に対する保証債務は次のとおりです。 

（株）マキシム北海道 

千米ドル 百万円 

2002 20032003

$1,248￥160￥150

（株）マキシム北海道に対する2003年3月31日及び2002年3月31日の全額は保証類似行為（経営指導念書差入）です。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

売上高及び営業利益 
　外部顧客に対する売上高 
　セグメント間の内部売上高または振替高 
　小計 
　営業費用 
　営業利益 
資産、減価償却費及び資本的支出 
　資産 
　減価償却費 
　資本的支出 

百万円 

2003

 
￥244,950 
- 

244,950 
219,081 
￥  25,869 

 
￥225,683 

6,885 
8,593

 
連結 

 
￥       - 
（8,345） 
（8,345） 
（7,084） 
￥（1,261） 

 
￥54,203 

145 
1,047

消去または 
全社 

 
￥244,950 

8,345 
253,295 
226,165 
￥  27,130 

 
￥171,480 

6,740 
7,546

 
小計 

 
￥  5,816 
7,057 
12,873 
12,245 
￥     628 

 
￥13,260 
1,017 
1,368

 
その他事業 

 
￥29,078 

792 
29,870 
25,166 
￥  4,704 

 
￥24,425 

577 
555

 
メディア事業 

 
￥210,056 

496 
210,552 
188,754 
￥  21,798 

 
￥133,795 

5,146 
5,623

トイ・アミューズ
メント事業 

20セグメント情報 
（1） 事業の種類別セグメント情報 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

売上高及び営業利益 
　外部顧客に対する売上高 
　セグメント間の内部売上高または振替高 
　小計 
　営業費用 
　営業利益 
資産、減価償却費及び資本的支出 
　資産 
　減価償却費 
　資本的支出 

百万円 

2002

 
￥227,930 
- 

227,930 
207,166 
￥  20,764 

 
￥197,424 

6,505 
7,212 

 

 
連結 

 
￥       - 
（7,239） 
（7,239） 
（6,143） 
￥（1,096） 

 
￥24,515 

113 
288

消去または 
全社 

 
￥227,930 

7,239 
235,169 
213,309 
￥  21,860 

 
￥172,909 

6,392 
6,924

 
小計 

 
￥  6,504 
6,317 
12,821 
12,663 
￥     158 

 
￥12,526 
1,074 
1,877

 
その他事業 

 
￥28,162 

412 
28,574 
23,819 
￥  4,755 

 
￥23,062 

554 
673

 
メディア事業 

 
￥193,264 

510 
193,774 
176,827 
￥  16,947 

 
￥137,321 

4,764 
4,374

トイ・アミューズ
メント事業 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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売上高及び営業利益 
　外部顧客に対する売上高 
　セグメント間の内部売上高または振替高 
　小計 
　営業費用 
　営業利益 
資産、減価償却費及び資本的支出 
　資産 
　減価償却費 
　資本的支出 

千米ドル 

2003

 
$2,037,853 
- 

2,037,853 
1,822,637 
$   215,216 

 
$1,877,562 
57,280 
71,489

 
連結 

 
$         - 
（69,426） 
（69,426） 
（58,935） 
$（10,491） 

 
$450,940 
1,207 
8,710

消去または 
全社 

 
$2,037,853 
69,426 

2,107,279 
1,881,572 
$   225,707 

 
$1,426,622 
56,073 
62,779

 
小計 

 
$  48,386 
58,710 
107,096 
101,872 
$    5,224 

 
$110,316 
8,461 
11,381

 
その他事業 

 
$241,913 
6,589 

248,502 
209,367 
$  39,135 

 
$203,203 
4,800 
4,617 

 

 
メディア事業 

 
$1,747,554 

4,127 
1,751,681 
1,570,333 
$   181,348 

 
$1,113,103 
42,812 
46,781 

 

トイ・アミューズ
メント事業 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

売上高及び営業利益 
　外部顧客に対する売上高 
　セグメント間の内部売上高または振替高 
　小計 
　営業費用 
　営業利益 
資産、減価償却費及び資本的支出 
　資産 
　減価償却費 
　資本的支出 

百万円 

2001

 
￥217,010 
- 

217,010 
201,194 
￥  15,816 

 
￥205,558 

6,362 
7,107

 
連結 

 
￥       - 
（6,990） 
（6,990） 
（6,579） 
￥   （411） 

 
￥53,011 

132 
3 
 

消去または 
全社 

 
￥217,010 

6,990 
224,000 
207,773 
￥  16,227 

 
￥152,547 

6,230 
7,104 

 

 
小計 

 
￥  6,855 
6,256 
13,111 
12,552 
￥     559 

 
￥11,168 
1,178 
1,279 

 

 
その他事業 

 
￥25,780 

351 
26,131 
23,814 
￥  2,317 

 
￥20,112 

431 
161 
 

 
メディア事業 

 
￥184,375 

383 
184,758 
171,407 
￥  13,351 

 
￥121,267 

4,621 
5,664 

 

トイ・アミューズ
メント事業 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（注） 

1．事業区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

2．各事業の主な製品 

（1）トイ・アミューズメント事業…玩具、模型、玩具菓子、自動販売機用商品、子供衣料･生活用品、文具、ゲーム機、ゲームソフト、アミューズメント機器･景品、アミューズメント施設運営、ネット

ワークコンテンツ等 

（2）メディア事業…映像ソフト、アニメーション制作等 

（3）その他事業…製品の輸送･保管、自動車の整備･販売、保険代理業、リース、不動産管理、印刷等 

3．2003年、2002年及び2001年3月期における営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、それぞれ1,592百万円（13,245千米ドル）、1,429百万円及び

1,050百万円です。その主なものは親会社の総務部門等管理部門に係る費用です。 

4．2003年、2002年及び2001年3月31日現在の資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、それぞれ70,469百万円（586,265千米ドル）、39,991百万円及び53,011百万円

です。その主なものは、親会社での余剰運転資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等です。 

5．「注15．土地再評価差額金」に記載のとおり、2002年3月期において「土地の再評価に関する法律」（1998年3月31日法律34号）により、事業用土地の再評価を実施しています。2002年3月

31日現在、当該再評価により資産が、「トイ・アミューズメント事業」で277百万円増加し、「消去または全社」で12,043百万円減少しています。 

6．重要な会計方針（k）に記載のとおり、2001年3月期から「退職給付に係る会計基準」（企業会計審議会1998年6月16日）を適用しています。この変更に伴い、2001年3月期においては従来の

方法によった場合に比べ「トイ・アミューズメント事業」について営業費用が104百万円少なく、営業利益が同額多く計上され、「その他事業」について営業費用が76百万円多く、営業利益が

同額少なく計上されています。 

売上高及び営業利益 
　外部顧客に対する売上高 
　セグメント間の内部売上高または振替高 
　小計 
　営業費用 
　営業利益 
資産 

百万円 

2002

 
￥227,930 
- 

227,930 
207,166 
￥  20,764 
￥197,424

 
連結 

 
￥        - 
（23,336） 
（23,336） 
（22,577） 
￥   （759） 
￥30,449

消去または 
 全社 

 
￥227,930 
23,336 
251,266 
229,743 
￥  21,523 
￥166,975

 
小計 

 
￥  1,024 
18,984 
20,008 
19,300 
￥     708 
￥11,077

アジア 
 （日本を除く） 

 
￥12,084 
- 

12,084 
10,134 
￥  1,950 
￥12,033

 
ヨーロッパ 

 
￥27,550 

792 
28,342 
26,149 
￥  2,193 
￥20,992

 
アメリカ 

 
￥187,272 

3,560 
190,832 
174,160 
￥  16,672 
￥122,873

 
日本 

・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（2） 所在地別セグメント情報 

売上高及び営業利益 
　外部顧客に対する売上高 
　セグメント間の内部売上高または振替高 
　小計 
　営業費用 
　営業利益 
資産 

百万円 

2003

 
￥244,950 
- 

244,950 
219,081 
￥  25,869 
￥225,683

 
連結 

 
￥        - 
（26,604） 
（26,604） 
（25,193） 
￥（1,411） 
￥62,188

消去または 
 全社 

 
￥244,950 
26,604 
271,554 
244,274 
￥  27,280 
￥163,495

 
小計 

 
￥  2,918 
21,226 
24,144 
23,571 
￥     573 
￥  8,090

アジア 
 （日本を除く） 

 
￥15,304 
- 

15,304 
12,750 
￥  2,554 
￥15,816

 
ヨーロッパ 

 
￥27,743 

806 
28,549 
24,770 
￥  3,779 
￥20,012

 
アメリカ 

 
￥198,985 

4,572 
203,557 
183,183 
￥  20,374 
￥119,577

 
日本 

・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

売上高及び営業利益 
　外部顧客に対する売上高 
　セグメント間の内部売上高または振替高 
　小計 
　営業費用 
　営業利益 
資産 

百万円 

2001

 
￥217,010 
- 

217,010 
201,194 
￥  15,816 
￥205,558

 
連結 

 
￥        - 
（17,391） 
（17,391） 
（16,007） 
￥（1,384） 
￥53,011

消去または 
 全社 

 
￥217,010 
17,391 
234,401 
217,201 
￥  17,200 
￥152,547

 
小計 

 
￥  4,243 
13,989 
18,232 
17,751 
￥     481 
￥  4,553

アジア 
 （日本を除く） 

 
￥7,177 

16 
7,193 
6,700 
￥   493 
￥9,035

 
ヨーロッパ 

 
￥22,439 

6 
22,445 
21,500 
￥     945 
￥18,780

 
アメリカ 

 
￥183,151 

3,380 
186,531 
171,250 
￥  15,281 
￥120,179

 
日本 
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売上高及び営業利益 
　外部顧客に対する売上高 
　セグメント間の内部売上高または振替高 
　小計 
　営業費用 
　営業利益 
資産 

千米ドル 

2003

 
$2,037,853 
- 

2,037,853 
1,822,637 
$   215,216 
$1,877,562

 
連結 

 
       - 

（221,331） 
（221,331） 
（209,592） 
$ （11,739） 
$ 517,371

消去または 
 全社 

 
$2,037,853 
221,331 
2,259,184 
2,032,229 
$   226,955 
$1,360,191

 
小計 

 
$  24,276 
176,589 
200,865 
196,098 
$    4,767 
$  67,304

アジア 
 （日本を除く） 

 
$127,321 
- 

127,321 
106,073 
$  21,248 
$131,581

 
ヨーロッパ 

 
$230,807 
6,705 

237,512 
206,073 
$  31,439 
$166,489

 
アメリカ 

 
$1,655,449 
38,037 

1,693,486 
1,523,985 
$   169,501 
$   994,817

 
日本 

・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

$ 

（注） 

1．国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域 

（1） 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっています。 

（2） 各区分に属する主な国または地域 

　　1） アメリカ…アメリカ合衆国・カナダ 

　　2） ヨーロッパ…フランス・イギリス・スペイン 

　　3） アジア（日本を除く）…香港・タイ・シンガポール 

2．2003年、2002年及び2001年3月期における営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、それぞれ1,592百万円（13,245千米ドル）、1,429百万円及び

1,050百万円です。その主なものは親会社の総務部門等管理部門に係る費用です。 

3.2003年、2002年及び2001年3月31日現在の資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、それぞれ70,469百万円（586,265千米ドル）、39,991百万円及び53,011百万円

です。その主なものは、親会社での余剰運転資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等です。 

4.「注15．土地再評価差額金」に記載のとおり、2002年3月期において「土地の再評価に関する法律」（1998年3月31日法律34号）により、事業用土地の再評価を実施しています。2002年3月

31日現在、当該再評価により資産が、「日本」で277百万円増加し、「消去または全社」で12,043百万円減少しています。 

5．重要な会計方針（k）に記載のとおり、2001年3月期から「退職給付に係る会計基準」（企業会計審議会1998年6月16日）を適用しています。この変更に伴い、2001年3月期においては従来の

方法によった場合に比べ、「日本」について営業費用が28百万円少なく、営業利益が同額多く計上されています。 

（3） 海外売上高 

（注） 

1．海外売上高は、親会社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高の合計額です。 

2. 国または地域の区分の方法及び各区分に属する国または地域 

（1） 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっています。 

（2） 区分に属する主な国または地域 

　　1） アメリカ…アメリカ合衆国・カナダ 

　　2） ヨーロッパ…フランス・イギリス・スペイン 

　　3） アジア（日本を除く）…香港・タイ・シンガポール・韓国・オーストラリア 

海外売上高 
連結売上高 
連結売上高に占める
　海外売上高の割合 

百万円 

200120022003

￥  38,805 
217,010 

 
17.9%

計 

￥5,688 
 
 

2.6%

アジア 

￥7,483 
 
 

3.5%

ヨーロッパ 

￥25,634 
 
 

11.8%

アメリカ 

￥  47,076 
227,930 

 
20.7%

計 

￥6,803 
 
 

3.0%

アジア 

￥12,199 
 
 

5.4%

ヨーロッパ 

￥28,074 
 
 

12.3%

アメリカ 

￥  52,018 
244,950 

 
21.2%

計 

￥6,013 
 
 

2.4%

アジア 

￥16,332 
 
 

6.7%

ヨーロッパ 

￥29,673 
 
 

12.1%

アメリカ 

海外売上高 
連結売上高 
連結売上高に占める
　海外売上高の割合 

千米ドル 

2003

$  432,762 
2,037,853 

 
21.2%

計 

$50,025 
 
 

2.4%

アジア 

$135,873 
 
 

6.7%

ヨーロッパ 

$246,864 
 
 

12.1%

アメリカ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（注） 

1.（株）ハピネット・ジェイピーとの取引については、一般取引先と同様の取引条件で販売しています。 

2.（株）ハピネット・ジェイピーは、（株）ハピネットの100%子会社です。（株）ハピネットは当社の関連会社です。 

3.当社は（株）ハピネット株式の議決権の23.1％を保有しています。 

21関連当事者との関係 
2003年3月期 

（株）ハピネット・ジェイピー 

 
 

議決権等の所有割合 

-

 
 

取引金額（百万円） 

￥29,775

 
 

取引の内容 

提出会社の製品の卸売販売 

 
 

売掛金期末残高 
（百万円） 

￥4,589
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会社情報  

会 社 名  

設 立  

資 本 金  

株 主 数  

従 業 員 数  

本 社  
 
 
 

 

 

支 店  

営 業 所  

工 場  

お客様センター 

上場証券取引所 

株式会社バンダイ 

昭和25（1950）年7月5日 

23,634百万円 

4,554名 

797名 

〒111-8081   東京都台東区駒形2丁目5番4号 
電話番号  03-3847-5005 
FAX番号  03-3847-5067 
ホームページアドレス  http://www.bandai.co.jp 

 

 

大阪 

名古屋、福岡 

栃木、静岡 

千葉、名古屋、静岡、大阪 

東京証券取引所第一部 
（証券番号：7967） 

（2003年3月31日現在） 

0

4

8

12

16

20

株価チャート 
出来高（百万株） 株価（円） 

1999 2000 2001 2002 2003
6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 67 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

　創通エージェンシー・サンライズ・毎日放送 
　ABC・東映アニメーション 
　創通エージェンシー・サンライズ 
　円谷プロダクション 
　Akiyoshi Hongo・Toei Animation. TM&　1997-2002 Bandai. DIGIMON, DIGITAL MONSTERS and all related logos, names and 
distinctive likenesses thereof are the property of Bandai/Toei Animation. Used under license by Bandai America Incorporated. UPN 
logo TM & 　2002 UPN. All Rights Reserved. 
TM and 　 2002 Saban. POWER RANGERS WILD FORCE and all related logos, names, and distinctive likenesses there of are the 
exclusive property of Saban Entertainment, Inc. and Saban International N.V. Used under license by Bandai America Incorporated. 
“Bandai, Bandai Creation and all related logos, name and distinctive likenesses are the exclusive property of Bandai”. All Rights 
Reserved. 
　2003石森プロ・テレビ朝日・ADK・東映 
　武内直子・PNP・テレビ朝日・東映アニメーション 
　Megahouse 
　吉住渉/集英社・葦プロダクション・ウルマニプロジェクト 
　2003Mattel,Inc.ALL Rights Reserved.Uno and Asssociated Trademarks are owned by Mattel Inc. 
　B.01 PAT.P 
　2003BANDAI NETWORKS CO.,LTD./Active Youth Inc. 
　創通エージェンシー・サンライズ・毎日放送　Licence Seven Towns and 　RUBIK 2003 
　やなせたかし/フレーベル館・ＴＭＳ・ＮＴＶ 
　2003テレビ朝日・東映AG・東映 
　尾田栄一郎/集英社・フジテレビ・東映アニメーション 
　BANDAI/PLEX 
　雷句　誠／小学館・フジテレビ・東映アニメーション 

　project.hack　　BANDAI　2002・2003 
　SANRIO・BANDAI2003 
TM & 　 2003 BVS Entertainment, Inc. and BVS International N.V. Used under license by Bandai America Incorporated. ABC logo:　
TM & 　 ABC Inc. All Rights Reserved. 
　バードスタジオ/集英社・東映アニメーション 
　2003Paramount Pictures.All Rights Reserved. 
　ポトリス製作委員会・テレビ東京 
　1999 BANDAI・WiZ 
　サンライズ・名古屋テレビ 
　Diseny 
　尾田栄一郎/集英社・フジテレビ・東映アニメーション 
VANROGH 　Shingo Iguchi 
　創通エージェンシー・サンライズ　　BANDAI NETWORKS 　ヴァンガード 
　士郎正宗・Production I.G./講談社・攻殻機動隊製作委員会 
　BROCCOLI/でじこプロジェクト・テレビ大阪 
　藤子プロ・小学館・テレビ朝日 
　BANDAI NETWORKS2002　　創通エージェンシー・サンライズ 
　2002高橋留美子/小学館・読売テレビ・サンライズ・小学館プロダクション・日本テレビ・東宝・読売テレビエンタープライズ 
　葦プロダクション 
　2002石森プロ・テレビ朝日・ADK・東映 
　車田正美／集英社・東映アニメーション 
　葦プロダクション　　サンライズ　　創通エージェンシー・サンライズ　　ダイナミック企画　　東映　　東映アニメーション　　　 
　BANPRESTO2003 
　エイチアイ･バンダイネットワークス 2001

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
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監  査報告書 

　前掲の連結財務諸表は、日本において一般に公正妥当と認められた会計原則及び会計手続に準拠して作成され、日本の証券取引法に基づき関東財務局に提出

された連結財務諸表を基礎として、日本国外の利用者の便宜のため、一部財務情報を追加するとともに組替調整の上作成した英文連結財務諸表を日本文に訳した

ものであります。 

　英文連結財務諸表について、下記のとおり英文監査報告書が添付されており、その日本語訳は記載のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社バンダイ　取締役会　御中 

 

　我々は、株式会社バンダイ及び連結子会社の円貨で表示された2003年及び2002年3月31日現在の連結貸借対照表、並びに2003年2002年及び2001年3月31日

をもって終了した会計年度の連結損益計算書、連結資本勘定計算書、及び連結キャッシュ・フロー計算書について監査を行った。これらの連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、我々の責任は監査の結果に基づいて連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

　我々は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準、手続及び慣行に準拠して監査を行った。監査の基準は、連結財務諸表に重要な虚偽の表示が

ないかどうかの合理的な保証を得るために、我々が監査を計画し実施することを求めている。監査は、連結財務諸表上の金額及び開示の基礎となる証拠の試査によ

る検証を含んでいる。また、監査は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた重要な見積りの評価も含め、全体としての連結財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。我々は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

我々の意見では、円貨で表示された上記の連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計原則及び会計慣行に準拠して、株式会社バンダイ及

び連結子会社の2003年及び2002年3月31日現在の財政状態、並びに2003年2002年及び2001年3月31日をもって終了した会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示している。 

　2003年3月31日をもって終了した会計年度の連結財務諸表に係る米ドル建の金額は、単に便宜のために記載したものである。我々の監査は円貨から米ドル金額

への換算も対象としており、我々の意見では、この換算は連結財務諸表の注記3に記載された方法により行われている。 

 

東京、日本 

2003年6月25日 

 
連結財務諸表の注記1において、日本の会計原則及び会計慣行に準拠した株式会社バンダイ及び連結子会社に係る連結財務諸表作成の基礎について説明している。 
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